
令和６年度第１回愛知県生涯学習審議会社会教育分科会 次第 
 

日時 令和６年10月17日（木） 
時間 午前11時00分から 
会場 愛知県議会議事堂ラウンジ 

 
１ 開会 
 
 
２ あいさつ 
 
 
３ 分科会長の選出、分科会長職務代理者の指名 
 
 
４ 議事（P.１別紙） 
（１）「地域と学校の連携・協働推進ハンドブック」の作成について 
 
 
 
 
 
 
 
（２）その他 
 
 
５ 閉会 
 
 

＜ 資  料 ＞ 
資料１ 「地域と学校の連携・協働推進ハンドブック」の作成について 
資料２  地域と学校の連携・協働の現状 
資料３ 「地域と学校の連携・協働推進ハンドブック」（素案） 
資料４ 「地域と学校の協働の推進について」 

（平成30年３月 愛知県生涯学習審議会社会教育分科会） 



社会教育分科会委員名簿 

 

〔氏 名〕   〔現 職 等〕 

池田紀代美  愛知県国公立幼稚園・こども園長会長（名古屋市立第一幼稚園長） 

大川千恵子  愛知県女性地域実践活動交流協議会長 

近藤 博子  愛知県社会教育委員連絡協議会幹事 

永田 千佳  公募委員 

彦坂永利子  愛知県公立高等学校長会（愛知県立大府高等学校長） 

藤井 和久  愛知県都市教育長協議会（豊明市教育委員会教育長） 

益川 浩一  国立大学法人東海国立大学機構岐阜大学地域協学センター長 

宮崎 初美  子育てネットワーカー 

山口喜久枝  愛知県私学協会（日本福祉大学付属高等学校長） 

山本 由佳  愛知県小中学校長会（清須市立清洲小学校長） 

 

10名（敬称略・五十音順） 

 



  
「地域と学校の連携・協働推進ハンドブック」の作成について 

１ 作成の理由 
＜社会の情勢から＞ 

 
 
 
 

 
＜過去の取組から＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜調査結果（資料２）から＞ 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料１ 

○ 地域と学校を取り巻く課題が複雑化・多様化する中、子供たちの学びや育ちを地域全体
で支えるため、地域と学校の連携・協働を一層推進することが求められている。 

○ そのための仕組みとして、学校と地域住民等が力を合わせて学校運営に取り組む「コミ
ュニティ・スクール」と、学校と地域が相互にパートナーとして行う「地域学校協働活動」
の一体的な推進が求められている。 

○ 「地域と学校が連携・協働した取組」に関しては、平成 28・29 年度に市町村教育委員
会、地域コーディネーター、小中学校を対象に実態調査を実施し、その結果と今後に向け
た提言を「地域と学校の協働の推進について」（資料４）にまとめている。 

○ ６年が経過した今、今後のさらなる推進を図るためは、県内の整備がどれほど進み、何
が課題となっているか、改めて現状を把握する必要がある。 

○ そこで、文部科学省が毎年実施する「コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実
施状況」と、愛知県社会教育委員連絡協議会が実施する「学校と地域の連携・協働に関す
る調査」を活用し、現状を把握することとした。 

○ コミュニティ・スクールの導入、地域学校協働本部の整備、地域学校協働活動推進員や
地域コーディネーターの配置が進み、各地域で地域住民等の参画により様々な地域学校協
働活動が展開されるようになった。 

○ 一方で、次のような課題も明らかになった。 

● コミュニティ・スクールの導入が進み、多くの市町村が地域人材の発掘・確保・育
成を課題と考えている。 

● コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について、地域住民や教職員へのさら
なる周知が必要だと考えている市町村が多い。 

● 学校と地域の連携・協働に向けて、学校・地域・行政の共通理解、周知・啓発の必
要性を課題と感じている社会教育委員が多い。 

● 多くの社会教育委員が学校と地域の連携・協働に向けて活動している一方で、「どん
な活動があるか分からない」、「参加の仕方が分からない」と感じている社会教育委員
もいる。 

地域と学校の連携・協働に関わる方々が、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動に
ついての理解を深め、地域と学校の連携・協働への関心や参画意欲を高めることができるよ
う、「ハンドブック」を作成したい。 



  
２ ハンドブック素案（資料３） 
（１）名称 

 「地域と学校の連携・協働推進ハンドブック」 
（２）対象 

  地域と学校の連携・協働に関わる方、関心のある方 
（３）基本方針 

 ・ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動についての理解を深めることを目的とし、
基礎・基本的な内容とする。 

 ・ 地域と学校の連携・協働に関わる楽しさや魅力を伝えられるよう、当事者の声を掲載す
る。 

（４）周知方法 
・ 各市町村、公立高等学校・特別支援学校に電子データを送付する。 
・ あいちの学び推進課のホームページに掲載する。 

（５）活用方法 
  ・ 地域コーディネーター等研修会で活用 
  ・ 各教育事務所・支所や市町村教育委員会への行政説明で使用 
  ・ 教育センターと連携して教員研修等で活用 
 
３ 本日の協議題 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「地域と学校の連携・協働推進ハンドブック」の作成にあたって、内容や構成をどう工
夫するとよいか。 



 
 

地域と学校の連携・協働の現状 
 
 
 
 

  令和元年度   令和６年度 

コミュニティ・スクール導入市町村 10 市町村 ▼  40 市町村 

コミュニティ・スクール導入率（全学校種） 9.5% ▼  35.0% 

コミュニティ・スクール導入率（小中義務） 11.3% ▼   39.7% 

地域学校協働本部整備市町村 11 市町村 ▼  37 市町村 

地域学校協働本部数 168 ▼  302 

地域学校協働本部カバー率（小中義務） 38.7% ▼  58.9% 

地域学校協働活動推進員・地域コーディネーター配置市町村 28 市町村 ▼  44 市町村 

地域学校協働活動推進員数 75 人 ▼  810 人 

地域コーディネーター数 831 人 ▼  1,084 人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 文部科学省「コミュニティ・スクール及び地域学校協働活動実施状況調査」より 

■ コミュニティ・スクール 
  学校運営協議会（法律に基づき教育委員会により任命された委員が、一定の権限をもって、学校の運

営とそのために必要な支援について協議する合議制の機関）を設置した学校  
 ※ コミュニティ・スクール導入率 
    全学校のうち、コミュニティ・スクールを導入した学校の割合 
■ 地域学校協働活動 
  地域住民、学生、保護者、NPO、民間企業、団体・機関等の幅広い地域住民等の参画により形成さ

れた緩やかなネットワーク、組織。 
 ※ 地域学校協働本部カバー率 

全学校のうち、地域学校協働本部がカバーしている学校の割合 
■ 地域学校協働活動推進員 
  地域学校協働活動を実施するにあたり、企画・提案や関係者との調整など全体のコーディネートを行う者

で、かつ、社会教育法第９条の７に基づき教育委員会が委嘱した者を指す。  
■ 地域コーディネーター 
  地域学校協働活動を実施するにあたり、企画・提案や関係者との調整など全体のコーディネートを行う者

を指す。地域学校協働活動推進員を除く。 

資料２ 

● コミュニティ・スクールの導入、地域学校協働本部の整備、地域学校協働活動推進
員等の配置が進んでいるが、市町村によって温度差があり、今後の計画が未定の市町
村もある。 
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※ H28年度に実施した調査と同じ設問で実施  
１ 市町村の教育（振興）計画等への位置付け 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 市町村で取り組まれている地域学校協働活動 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 愛知県社会教育委員連絡協議会「学校と地域の連携・協働に関する調査」 
＜市町村用＞より 

位置付けている, 
78.8%

位置付けていない, 
21.2%

R6

位置付けている, 
76.6%
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部活動指導

校内環境整備

子供の安全確保

学校行事等の運営支援

無料塾（地域未来塾）

放課後子ども教室

土曜日の教育活動

家庭教育支援

その他

特になし

小学校 H28 小学校 R6 中学校 H28 中学校 R6
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３ 地域コーディネーターや地域ボランティアの発掘方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 学校と地域の連携・協働が目指す目標・意義 
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｢人材バンク｣等登録情報の活用

市町村のホームページや広報誌での募集

学校のホームページや広報誌での募集

教職員からの紹介

PTAからの紹介

地域団体等からの紹介

コーディネーターの紹介

公民館職員・社会教育主事からの紹介

公民館講座のグループに依頼

社会教育委員等行政委嘱委員経験者から推薦

企業からの紹介

その他

特に探していない

コーディネーター H28 コーディネーター R6 地域ボランティア H28 地域ボランティア R6
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地域社会の課題解決への学校の関与

地域の教育力を活用した学校教育の充実

家庭学習が困難な子供への学習支援・体験活動

子供たちにとって安心・安全な居場所づくり

世代間のきずなをつなぐ協働の場づくり

地域住民が参画した持続可能な地域づくり

生涯学習社会の構築

首長部局とのパートナーシップの構築

その他

H28 R6
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５ 学校と地域の連携・協働を推進するために必要な取組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 学校の教職員に対して理解を促進するために重要なこと 
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事例情報やノウハウの収集・提供

学校・地域・行政等関係者の趣旨等の共有化
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７ 学校と地域の連携・協働を進めるにあたっての市町村の課題 
・地域学校協働活動の予算や地域学校協働活動推進員の報酬の増額 
・地域人材の不足（ボランティア、学校運営協議会の委員、地域学校協働本部長、地域 

学校協働活動推進員） 
・コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について地域住民に趣旨がまだ浸透して 

いない。 
・ボランティアの高齢化、新たなボランティアの発掘と育成 
・地域ボランティアの拡大。現在は PTA ボランティアの方が多いのが現状である。 
・学校運営協議会と地域学校協働活動が連動していない。学校運営協議会委員に「学校 

運営協議会と地域学校協働活動の一体的推進」について理解を深めてもらう必要があ 
る。 

・学校側に学校と地域の連携・協働による具体的な業務改善のメリット・デメリットを 
十分に伝えることができていない。 

・教職員の理解と意識改革 
・人口が少ないため、地域の方はすでに地域の役を掛け持ちしている状態。そのような 

中でコーディネーター、ボランティアを無償に近い条件で依頼するのは困難。 
・推進員がボランティア団体の代表のようになっているケースが多く、地域と学校の協 

働を推進するところまで手が回っていない。また、推進員という役割の理解が低い。 
・地域（特に青壮年層）と学校の双方に連携のための時間的余裕が不足し、十分な課題 

の洗い出しができていない学校が多い。 
・活動内容によっては教員の休日出勤・時間外勤務が発生し、教員の負担が増えること 

もある。 
・セキュリティの問題もあり、地域学校協働本部の活動場所が学校の中に設置されてい 

ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 学校と地域の連携・協働の意義を、「学校づくり」だけでなく「地域の課題解決」や
「地域づくり」と捉える市町村が増えた一方で、担当者の異動等もあり、域内の地域
学校協働活動の状況について十分に把握できていないと推測される。 

● コミュニティ・スクールの導入が進み、様々な地域学校協働活動が展開されるよう
になる中で、学校運営協議会の委員、地域学校協働活動推進員、地域ボランティアの
発掘、育成が大きな課題となっている。 

● コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について、地域住民や教職員へのさら
なる周知が必要だと考えている市町村が多い。 
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１ 自身の市町村におけるコミュニティ・スクールの導入状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ 自身の市町村における地域学校協働本部の整備状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 社会教育委員の会議で学校と地域の連携・協働を議題として取り上げことがあるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 愛知県社会教育委員連絡協議会「学校と地域の連携・協働に関する調査」 
＜社会教育委員用＞より 

導入されている
57.7%

導入されていない
14.7%

知らない
27.6%

整備されている
46.2%

整備されていない
13.5%

知らない
40.4%

ある
51.9%

ない
48.1%
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４ 社会教育委員の会議で学校と地域の連携・協働について調査・研究を行ったことがあるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５ 社会教育委員の会議で学校と地域の連携・協働について提言や答申を行ったことがあるか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６ 学校と地域の連携・協働のために何か活動しているか 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある
27.6%

ない
72.4%

ある
31.4%

ない
68.6%

活動している
60.3%

活動していない
39.7%
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＜活動内容＞  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ＜活動していない理由＞ 
 
 
 
 
 
 
７ 学校と地域の連携・協働に果たす社会教育委員の役割 
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地域コーディネーターとして活動している

地域ボランティアとして学校や地域の活動に参加している
地域住民を学校支援等の活動につなげている

連携・協働の状況を調査している
連携・協働について教育委員会に提言している

その他

●特に力を入れている活動 
・通学パトロールボランティア      ・音楽体験 
・文化部活動の地域移行         ・夏休みの子供の学習支援 
・学校運営協議会委員としての活動    ・読み聞かせ 
・就園前の子育て支援          ・学習支援 
・高齢者と小学生・保護者のスポーツ交流 ・登校時のあいさつ運動 
・図書室ボランティア          ・校外での農業体験 
・地域の歴史・伝統文化の伝承 
・PTA や地域住民に対する学校行事への参加呼びかけ 等 
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31.4%

重要である
60.3%

あまり重要ではない
8.3%
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８ 学校と地域の連携・協働の推進のために必要な取組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
９ 学校と地域の連携・協働を進めるにあたっての市町村の課題 

・教職員の理解促進 
・学校の基本姿勢を明確にすること 
・学校の負担、教員の働き方改革 
・学校における受入体制がうまくいっていない。 
・これまでの活動に満足し、ステップアップしていこうとする意欲に欠ける。 
・教育委員会の理解不足 
・行政による地域への周知不足 
・コーディネーターへのサポート 
・市民に対してどのような効果が期待できるのかを明確化する必要がある。 
・行政（教育委員会）と地域の共通のゴール策定と協力体制の構築 
・学校・地域・行政等の関係者の共通理解と協働体制の構築 
・コーディネーターの選出 
・どのように進めたらよいのか情報がない。 
・なかなか地域の情報が共有されない。 
・ボランティアの高齢化、担い手不足 
・地域から中心となってくれるリーダーを見つけることが困難 
・日中、動ける世代の人材が少ない。現役世代の参加が難しい。 等 
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行政における計画や方針等の策定
行政内の体制整備の充実

地域学校協働活動推進員等の配置
地域学校協働活動推進員等の資質向上・サポートの充実

行政による学校へのサポートの充実
行政による地域支援者への資質向上・サポートの充実

学校教職員の理解の促進
学校における受入体制の促進

学校における方針や位置づけの明確化
地域学校協働活動推進員等と学校の連携・意思疎通の促進

参考となる事例情報やノウハウ・ツールの収集・提供の充実
学校・地域・行政等関係者の共通理解
公民館等社会教育施設と学校との連携

様々な悩み等を相談できる家庭教育支援活動の充実
幼稚園、高校、特別支援学校等との連携・協働体制の構築

特に必要となる取組はない
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10 学校と地域の連携・協働のために社会教育委員として取り組みたいこと 
・学校の取組や地域との連携協力の重要性について啓発する。 
・まずは自分の暮らしている市がどんなことをしているのかを広く知る。 
・学校の置かれている実情やリーズを把握し、市へ伝える。 
・各種会議等で連携促進の事例や成功例を広めていく。 
・核となる人材を育成する。 
・学校・地域の課題を共有するために話し合う機会を設ける。 
・学校と地域の架け橋となりたい。 
・学校を中心とした地域のイベントに積極的に参加し、ネットワークを広げていきたい。 
・児童生徒にとって一番楽しい居場所としての学校づくり 
・次の世代に夢をもたせるイベント企画 
・自ら地域の活動に関わり、地域の課題やニーズを把握する。 
・社会教育審議会として行政へ提言したい。 
・小学校と高等学校の連携を深め、これから地域で大人になる若者に、子供や地域とつ 

ながるよさを広めたい。 
・地域ボランティアとして学校行事に積極的に参加したい。 
・地域学校協働活動のコーディネーターとして活動に尽力したい。 
・地域防災訓練の運営に関わること 
・不登校児童生徒の学習・キャリア形成等を支援することを目的とした、小中学校と連 

携した生涯学習活動を実現したい。 等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

● 自身の市町村におけるコミュニティ・スクールの導入状況及び地域学校協働本部の
整備状況も含め、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について社会教育委員
に十分に浸透していない。 

● 学校と地域の連携・協働に関する調査・研究・提言・答申を行っている市町村が少
ない。 

● 多くの社会教育委員が学校と地域の連携・協働に向けて活動している一方で、「どん
な活動があるか分からない」、「参加の仕方が分からない」と感じている社会教育委員
もいる。 

● 学校と地域の連携・協働に向けて、学校・地域・行政の共通理解、周知・啓発の必
要性を課題と感じている社会教育委員が多い。 
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愛知県生涯学習審議会社会教育分科会
愛 知 県 社 会 教 育 委 員 連 絡 協 議 会

地域と学校の連携・協働推進
ハンドブック

資料３



昨今、地域と学校を取り巻く課題は複雑化・多様化しており、子供たちの
学びや育ちを地域全体で支えるため、地域と学校の連携・協働を一層推進す
ることが求められています。そして、その仕組みとしての「コミュニティ・
スクール」の導入、「地域学校協働本部」の整備も求められています。

平成28・29年度に愛知県生涯学習審議会社会教育分科会で「地域と学校
が連携・協働した取組に関する調査」を実施し、その結果や課題、今後に向
けた提言を「地域と学校の協働の推進について」として平成30年３月にま
とめました。

以後、６年が経過し、県内の多くの市町村ではコミュニティ・スクールの
導入が進み、地域と学校が連携・協働した様々な取組が進められるように
なっています。コミュニティ・スクールの導入に伴い、地域学校協働活動推
進員・地域コーディネーターの配置や地域ボランティアの募集も進み、地域
と学校の連携・協働に対する地域住民等の関心も高まっています。

こうした中、地域と学校の連携・協働に関する愛知県の現状を改めて整理
するとともに、連携・協働に関わる関係者が今後の活動に向けて参考とする
ことができるよう、本ハンドブックを作成しました。

目 次
● 地域と学校の連携・協働に携わる方々の声…………………………………１
● コミュニティ・スクールと地域学校協働……………………………………４

・ なぜ地域と学校の連携・協働が必要なの︖………………………………５
・ コミュニティ・スクールって何︖…………………………………………６
・ 地域学校協働活動って何︖…………………………………………………７
・ 地域学校協働本部って何︖…………………………………………………９
・ コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進とは︖……10
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・ コミュニティ・スクールや地域学校協働活動を推進するメリット……12

● 愛知県におけるコミュニティ・スクールと
地域学校協働活動の実施状況………………………………13

● 地域と学校の連携・協働に関わるために……………………………………16
・ 地域の一員として参画しよう………………………………………………17
・ 地域と学校の連携・協働に向けて社会教育委員に期待される役割……18



実際に携わっている方々の思いを
聞いてみましょう。

地域と学校の連携・協働に
携わる方々の声
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地域と学校の連携・協働に携わる方々の声

○○市 ○○ ○○ 氏

１２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０１２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９
０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９

学校運営協議会委員

○○市 ○○ ○○ 氏

１２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０１２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９
０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９

地域学校協働活動推進員

○○市 ○○ ○○ 氏

１２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０１２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９
０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９

社会教育委員
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地域と学校の連携・協働に携わる方々の声

○○市 ○○ ○○ 氏

１２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０１２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９
０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９

地域ボランティア

○○市 ○○ ○○ 氏

１２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０１２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９
０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９

学生ボランティア

○○市 ○○ ○○ 氏

１２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０１２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９
０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９
④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９
⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９０ １２３４５６７８９①１２３４５６７８９
②１２３４５６７８９③１２３４５６７８９④１２３４５６７８９⑤１２３４５６７８９
⑥１２３４５６７８９⑦１２３４５６７８９⑧１２３４５６７８９⑨１２３４５６７８９

校 長
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なぜ地域と学校の連携・協働が
求められているのか、「コミュ
ニティ・スクール」や「地域学
校協働活動」とは何かについて
見ていきましょう。

コミュニティ・スクールと
地域学校協働活動
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児童・生徒数の減少

保護者の学校に対するニーズの多様化

児童・生徒指導に関わる課題の複雑化

「社会に開かれた教育課程」の実現

教員の働き方改革の必要性

少子高齢化の進行

グローバル化・情報化の進展

地域社会におけるつながりの希薄化

地域の教育力の低下

学校を核とした地域の活性化

学校だけでは解決できない
地域だけでは解決できない

地域と学校が力を合わせることが必要

学校 地域

なぜ地域と学校の連携・協働が必要なの︖

そもそも、どうして地域と学校の連携・協働が求められている
のですか？

コンサルタントが答えます。時代の変化とともに地域と学
校の在り方が変化し、それぞれが抱える課題の解決のために
は互いに力を合わせ、一体となって子供たちの成長を支えて
いかなければならないからです。

＜解説＞
一つ目の理由は、学校を取り巻く課題が非常に複雑化・困難化しているからです。保護者が

学校に求めるニーズは高く、多様化しています。そして、子供たちの中にも、いじめや不登校、
発達障害、家庭の貧困等、様々な課題や困難を抱えた子がいます。教員の働き方改革の問題も
指摘されています。

二つ目の理由は、「社会に開かれた教育課程」の実現のためです。変化の激しい社会の中で
たくましく生き抜いていける子供を育てていかなければなりません。そのためには、地域と学
校が目標を共有して、子供たちに身につけさせたい力や資質をはっきりとさせ、地域の人や物
を積極的に活用し、教育活動を展開することが求められています。

三つ目の理由は、地域における教育力が低下しているからです。少子高齢化や核家族化が進
み、地域のつながりが希薄化しているところが多くなっています。まちづくりの在り方や地域
の未来を考えるにあたり、学校の役割、子供たちの力がとても重要になっています。

こうしたことから、地域と学校の連携・協働が求められるようになっています。

愛知県CS・地域学校協働活動コンサルタント
愛知県が委嘱した、コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について豊かな知識や実践を有す

る方で、愛知県内の市町村や学校に対して指導・助言を行っています。
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コミュニティ・スクールって何︖

最近、「コミュニティ・スクール」という言葉をよく聞きますが、
どんなものですか？

コミュニティ・スクールとは、「学校運営協議会」を設置した学
校のことを言います。学校と地域の連携・協働を推進するための一
つの仕組みです。

＜解説＞
コミュニティ・スクールとは、学校運営協議会を設置した学校のことを言います。学校運営

協議会では、教育委員会によって任命された委員が、学校の運営とそのために必要な支援につ
いて協議します。学校と地域はパートナーであり、「どんな子供を育てたいか」、「どんな学
校にしたいか」といった目標やビジョンを共有し、学校運営を行います。

学校運営協議会には、次の三つの大きな役割があります。
① 校長が作成する学校運営の基本方針を承認する。
② 学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べることができる。
③ 教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育委員会に意見を述

べることができる。
基本方針を承認したり、人事にも意見をしたりするなど、協議会に大きな権限が与えられて

います。学校と協議会は対等な立場であり、互いに当事者意識をもって協働していきます。コ
ミュニティ・スクールでは、「OKからLetʼs」へということがよく言われます。単にOKするだ
けではなく、「Letʼs」＝「一緒にやろう」という姿勢が大切です。

学校運営や必要な支援に
関する協議 学校運営の基本方針

学校運営・教育活動

学校運営協議会 校長等

コミュニティ・スクール
（学校運営協議会を設置した学校）

＜委員＞
・地域住民 ・保護者代表
・地域学校協働活動推進員等

保護者・地域住民等

市町村教育委員会
・協議会の設置（努力義務）
・委員の任命
・協議会の適正な運営を確保

する措置

都道府県教育委員会
・教職員の任用
（学校運営協議会の意見を

尊重）

情報の結果に関する
情報の努力義務 意見

情報提供・協議を踏まえた
地域学校協働活動

承認

説明

意見

説明

学校運営に
関する意見

教職員の任用に
関する意見

委員の任命に
校長の意見を
反映

目標・ビジョン

学校 地域

パートナー
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地域学校協働活動って何︖

「コミュニティ・スクール」とともに「地域学校協働活動」とい
う言葉もよく聞きますが、どんなものですか？

地域学校協働活動とは、学校と地域が目標を共有し、地域全体で
子供たちの学びや成長を支えたり、「学校を核とした地域づくり」
を目指して行ったりする様々な活動です｡

＜解説＞
地域学校協働活動とは、地域住民、学生、保護者、NPO、民間企業、団体・機関等の幅広い

地域住民等の参画を得て、地域全体で子供たちの学びや成長を支えるとともに、「学校を核と
した地域づくり」を目指して、学校と地域が相互にパートナーとして連携・協働して行う様々
な活動です｡

地域学校協働活動は、単なる一方向的な学校支援ではありません。学校と地域が目標やビ
ジョンを共有して行う、双方向の活動です。学校が地域を支援する、子供たちが地域の中で力
を発揮する活動をとおして、育てたい子供像に迫っていくという視点も大切です。

地域学校協働活動には、これをしなければならないといったものはありません。各学校や地域で、
それぞれの特色や課題に応じた様々な活動が行われています。

地域の方から地域について学
び、地域の魅力を伝えたり、
活性化の方策を考え実行した
りする学習活動

地域住民の参画を得て、放課
後等に全ての児童を対象とし
て行う、学習や体験・交流と
いった多様な活動

全ての生徒を対象に、教員OB
や大学生などの地域住民の協
力によって行う学習支援

地域課題解決型学習・
郷土学習 「放課後子ども教室」 「地域未来塾」

寄り添いが必要な子供、不登
校傾向のある子供等への対応
について、保護者が学び合う
機会づくり等

登下校の見守り、学校及び周
辺環境の整備、読み聞かせ、
授業の補助や部活動の支援等

地域イベントにおけるボラン
ティア、祭りでの伝統文化・
芸能の発表や楽器の演奏、地
域の防災訓練への参画等

家庭教育支援活動 学校に対する多様な協力活動 地域行事や
ボランティア活動への参画

ミシンの学習支援や調理実習の補助、生活科の校外学習の引率補
助、小学１年生の給食時の配膳支援、野菜の栽培指導、校庭の草刈
り等、私の子供の学校でも「地域学校協働活動」が行われているの
ですね。
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地元と連携した探究学習（県立足助高等学校）

観光ビジネスコースでは、地元の観光資源を
生かし、地域課題の解決と地域の活性化に向け
て探究活動を進めています。観光庁、青年会議
所、豊田市役所足助支所等の方から指導・助言
をいただいたり、企業からの支援を受けたりし
て、「まちやどスクール」で着物カフェを開催

したり、鹿肉カレーの
開発・販売に取り組ん
だりしました。地域の
方の協力により、体験
的な学びが充実してい
ます。

プリントの丸付け「ねこ丸隊」（瀬戸市）

長根小学校では、始業前の10分間、漢字や算
数のプリントに子供たちが取り組み、その丸付
けを「ねこ丸隊」と名付けた地域の方々が行っ
ています。週一回行われる「ねこ丸隊」の日に
なると、待ちわびた子供たちは、「ねこ丸隊が
来る︕」と笑顔で地域の方を迎えています。地

域の方に丸をつけても
らい、褒めてもらうこ
とは、子供たちの喜び
と学習意欲につながっ
ています。

コミュニティークラブ（東浦町）

緒川小学校では、「おがわっ子ENJOYクラ
ブ」として４年生から６年生を対象に年７回実
施しています。放課後の子供たちの居場所とし
て学校運営協議会主体で実施しています。地域
の方を講師とした講座を開催し、剣道や少林寺
拳法、編み物等の体験活動に取り組んでいます。

子供たちにとって地域
の方々とふれあえる楽
しい時間となっており、
地域の方にとってもや
りがいにつながってい
ます。

ドリームの会（田原市）

「ドリームの会」は、田原市立福江中学校の
生徒でつくられているボランティアクラブです。
100名程が在籍し、地域からの要望に応えて休
日にボランティア活動を行っています。海岸清
掃、福祉施設での手伝い、校区の清掃活動、ミ
ニコンサートの運営補助等、活動内容は多岐に

わたっています。ボラ
ンティアの心を育てる
とともに、子供たちが
地域の方々との交流を
深めるよい機会にもな
っています。

愛知県内の取組事例

ほてっこルーム（江南市） みやっ子サロン（半田市）

布袋小学校では、教室になかなか入れない、
他の児童と一緒に活動することが難しい子供へ
の支援の在り方について学校運営協議会で協議
し、校内サポートルーム「ほてっこルーム」を
設けました。いつでも気軽に利用できる温かい
居場所づくりを目指し、心の相談員とともに、

地域ボランティア「ほ
てサポ」の方々も支援
に加わっています。地
域の方の温かな支えが
子供の安心感につな
がっています。

宮池小学校では、地域ボランティア「宮池小
応援団」に設けられた「子ども食堂部会」が中
心となって、毎月第４土曜日に「みやっ子サロ
ン」を開催しています。地域の方々や大学生が
運営し、子供たちに食事や工作、学習の場を提
供しています。一緒に流しそうめん等をいただ

いたり、「くるくる」
や「レーシングカー」
等の工作に取り組んだ
りして、子供たちが地
域の方々と交流を深め
る機会となっています。
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地域学校協働本部って何︖

「地域学校協働活動」のことは分かったけれど、「地域学校協働
本部」とは違うのですか？

「地域学校協働本部」とは、幅広い地域住民や団体等によってつ
くられるネットワークのことです。地域学校協働活動推進員を中心
とした多様なメンバーで構成し、「地域学校協働活動」を進めます。

＜解説＞
地域学校協働活動の推進にあたっては、「地域学校協働本部」を整備することが有効です。

この「地域学校協働本部」は、学校と地域が連携・協働して行う様々な活動を実践する組織あ
るいは推進する体制と言えます。

本部の構成員としては、以下の方々が想定されますが、地域によって様々です。

●地域学校協働活動推進員・PTA 役員
●公民館長・自治会・商工会議所・青年団
●婦人会・農業委員・民生委員
●社会福祉協議会・まちづくり協議会
●放課後児童クラブ担当者・大学等有識者
●NPO代表 等

地域学校協働本部

地域学校協働活動推進員を
中心とした

多様なメンバーで構成

学

校

幅広い地域住民や団体等の
参画により形成された
緩やかなネットワーク

活
動
に
関
わ
る
地
域
住
民
等

学校
運営

協議会

参画連携・協働

推進員

地域住民

文化団体

スポーツ団体

企 業

ＮＰＯ

ＰＴＡ

社会教育
関係団体

＊複数の学校を対象として一つの本部を設置している市町村もあります。
＊地域によって名称も様々です。

「○○小応援団」「□□中サポーターズ」「△△小サポートステーション」等
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コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進とは︖

「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働活動」の関係はど
のように考えればよいですか？

地域学校協働活動推進員が学校と地域をつなぎながら、学校運営
協議会で協議したことを地域学校協働活動として実行すると考える
とよいと思います。

＜解説＞
コミュニティ・スクールと地域学校協働活動を一体的に推進することで、これまでそれぞれ

で活動していた地域・団体等が「緩やかなネットワーク」を形成することができます。また、
共通の目標や課題のもとで、一緒に連携して活動を進めることができます。さらには、コミュ
ニティ・スクールが、学校と地域、あるいは地域そのもののつながりを強化するとともに、地
域学校協働活動がコミュニティ・スクールの目標に向けた活動の具現化につながります。

学 校
（コミュニティ・スクール）

学校運営協議会

学校と地域が
目標やビジョンを共有

地域学校協働活動

地域学校協働本部

地域
住民

保護者

ＰＴＡ

社会教育
施設・団体

文化
団体

スポー
ツ団体

企業・
ＮＰＯ

地域連携担当教職員

地域学校協働活動推進員

学校と地域をつなぐ
コーディネーターの
役割を担います。

地域連携の学校の
窓口となります。

委員として参画
人材・活動等の
コーディネート

地域学校協働活動推進員

「地域学校協働活動推進員」は、教育委員会が委嘱する地域住民等と学校
との連絡調整等を行うコーディネーターで、以下の役割を担います。
（地域コーディネーターは委嘱を受けていないが同じ役割を担う人）

●地域や学校の実情に応じた地域学校協働活動の企画・立案
●学校や地域住民、企業・団体等の関係者との連絡・調整
●地域ボランティアの募集・確保 等

協議・熟議 実働・協働

10



地域と学校が連携・協働するために

地域と学校が同じ方向を向いて連携・協働するためにはどうすれ
ばよいですか？

地域や学校が抱える課題、目標やビジョンを共有することが一番
大切です。そのために「熟議」に取り組みます。

熟議
多くの当事者による「熟慮」と「議論」を重ねながら課題解決を目指す
対話のことで、活発な議論により、的確に多くの人の意見を反映するこ
とができます。

＜熟議のテーマ（例）＞
・どんな子供に育ってほしいか
・地域と学校が一緒になってできることは
・地域の力を子供たちの教育にどう生かすか
・下校時の安全をどう確保するか
・子供たちの学力を向上させるためには
・郷土学習で子供たちに何を伝えるか 等

進め方の例

熟議の目的等を確認する。①

テーマについての知識・背景を共有する。②

自己紹介をする。③

付箋を使って意見をたくさん出す。④

出された意見について方向性をもって話し合う。⑤

グループでの話し合いを全体で発表する。⑥

＜解説＞
地域と学校が同じ方向を向いて、連携・協働を進めるためには、子供たちや地域・学校が抱

える課題とともに、「どのような子供を育てたいのか」、「どんな学校や地域にしていきたい
のか」という目標・ビジョンを共有することが大切です。そのために「熟議」に取り組みます。
保護者の方、地域の方、学校の教職員が膝をつき合わせて議論することにより、互いの立場や
役割への理解が深まり、今後の方針や取組を決めていくたくさんのヒントが得られます。

【 地域コーディネーター等研修会 熟議の演習より 】
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コミュニティ・スクールや地域学校協働活動を推進するメリット

「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働活動」を進めると
どんなよいことがあるのですか？

子供たち、保護者の方、先生たち、地域の方、それぞれにメリッ
トがあります。一例を挙げると次のとおりです。

●子供たちの学びや体験活動が充実
します。

●自己肯定感や他人を思いやる心が
育ちます。

●地域人材を活用した教育活動が充
実します。

●授業等への地域の支援により、子
供と向き合う時間の確保につなが
ります。

●地域の中で子供たちが育てられて
いるという安心感があります。

●保護者同士や地域の人々との人間
関係が構築できます。

●経験を生かすことで生きがいや自
己有用感につながります。

●地域のネットワークが形成され、
地域の課題解決につながります。

教職員 地 域

保護者子 供
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愛知県でコミュニティ・スクール
の導入や地域学校協働本部の整備
がどれぐらい進んでいるか見てみ
ましょう。

愛知県におけるコミュニティ・
スクールと地域学校協働活動の
実施状況
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愛知県におけるコミュニティ・スクール、地域学校協働活動の現状は︖

「コミュニティ・スクール」や「地域学校協働活動」の大切さが
よく分かりました。愛知県ではどれぐらい進んでいますか？

文部科学省が毎年実施している「コミュニティ・スクール及び地
域学校協働活動設置状況調査」では、次のような結果が出ています。
（各年５月１日現在）

１ コミュニティ・スクール導入市町村数 ２ コミュニティ・スクールの導入率

５ 地域学校協働本部のカバー率（小・中・義務教育学校）

４ 地域学校協働本部数
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全学校種
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令和６年度 令和元年度

３ 地域学校協働本部整備市町村数

11 

37 
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38.7%

52.3%

58.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全学校種

小中・義務教育学校

令和６年度 令和元年度

この５年間でコミュニ
ティ・スクールの導入
や地域学校協働本部の
整備がずいぶんと進ん
でいますね。
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愛知県におけるコミュニティ・スクール、地域学校協働活動の現状は︖

６ 地域学校協働活動推進員の配置数 ７ 地域コーディネーターの配置数

75 
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（統括的な地域学校協働活動推進員を含む） （統括コーディネーターを含む）
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８ 愛知県におけるコミュニティ・スクールの導入校数の推移（全学校種）

９ 地域と学校の連携・協働を進めるにあたっての市町村の課題

●地域学校協働活動の予算や地域学校協働活動推進員の報酬の増額
●地域人材の不足（ボランティア、学校運営協議会の委員、地域学校協働本部長、地域学校協働活動

推進員）
●コミュニティ・スクールや地域学校協働活動について地域住民に趣旨がまだ浸透していない。
●ボランティアの高齢化、新たなボランティアの発掘と育成
●地域ボランティアの拡大。現在はPTAボランティアの方が多いのが現状である。
●学校運営協議会と地域学校協働活動が連動していない。学校運営協議会委員に「学校運営協議会と

地域学校協働活動の一体的推進」について理解を深めてもらう必要がある。
●学校側に地域と学校の連携・協働による具体的な業務改善のメリット・デメリットが十分に伝える

ことができていない。
●教職員の理解と意識改革
●人口が少ないため、地域の方はすでに地域の役を掛け持ちしている状態。そのような中でコーディ

ネーター、ボランティアを無償に近い条件で依頼するのは困難。
●推進員がボランティア団体の代表のようになっているケースが多く、地域と学校の協働を推進する

ところまで手が回っていない。また、推進員という役割の理解が低い。
●地域（特に青壮年層）と学校の双方に連携のための時間的余裕が不足し、十分な課題の洗い出しが

できていない学校が多い。
●活動内容によっては教員の休日出勤・時間外勤務が発生し、教員の負担が増えることもある。
●セキュリティの問題もあり、地域学校協働本部の活動場所が学校の中に設置されていない。

令和６年度「学校と地域の連携・協働に関する調査（市町村用）」より
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これから地域と学校の連携・協
働にどのように関わっていくこ
とができるか考えてみましょう。

地域と学校の連携・協働に
関わるために
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地域の一員として参画しよう

地域と学校の連携・協働に向けて、地域の一人としてできること
は何でしょうか？

そうした方が増えていけば、大きな力となります。「できる人が、
できるときに、できることに取り組む」ということが大切ですね。
まずは、地域や学校のことを知るところから始めてみませんか。

地域や学校のことをもっと知ろう１

ＣＳや地域学校協働活動のことをもっと学ぼう２

地域や学校の活動に参加しよう３
地域ボランティアの一人として、地域や学校の行事等にぜひ参加してみてくだ

さい。授業の支援や登下校時の見守り、学校の環境整備、放課後や休日の学び・
体験活動の講師等、参加には様々な形があります。自身の特技や趣味を生かす場
もきっとあると思います。子供たちの笑顔や成長を間近で感じることは、きっと
自身のやりがいにつながります。できるときに、できる形で、子供たちや学校、
地域に関わってみてください。

自身の住む地域や近くの学校で、今、どのような取組が行われているか調べて
みましょう。コミュニティ・スクールがまだ導入されていない市町村もあります
が、学習支援等の活動は多くの学校で行われています。学校だよりが回覧板で回
覧される地区もありますし、学校のホームページでは学校の様子や子供たちの様
子が随時配信されています。学習支援等のボランティアを募集している学校もあ
りますし、市町村で登録制度を設けているところもあります。まずは、地域や学
校の様子を調べるところから始めてみてください。

本ハンドブックは、地域と学校の連携・協働について基礎・基本的なことをま
とめています。もっと知っていただくために、県や市町村が開催する研修会等に
ぜひ参加してみてください。県では毎年、学校の先生方、地域学校協働活動推進
員、地域の方々等を対象として「地域コーディネーター等研修会」を開催してい
ます。コミュニティ・スクールや地域学校協働活動に関わる様々な事例に触れた
り、他の参加者と交流したりすることによって、コミュニティ・スクールや地域
学校協働活動についての理解が深まり、自身の関わり方が見えてくると思います。
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地域と学校の連携・協働に向けて社会教育委員に期待される役割

私は市の社会教育委員を務めていますが、地域と学校の連携・協
働に向けて、社会教育委員にはどんなことができますか？

できることは、その人やその人の住む地域によっても様々です。
以下のことを参考に、自分にできそうなことを考えてみてください。

調査研究を行う１
お住まいの自治体における地域と

学校の連携・協働の状況を調査し、
今後の在り方について考え、市町村
教育委員会に提言します。社会教育
委員の皆様が教育委員会に働きかけ
ることで、地域と学校の連携・協働
が一層推進されます。

学ぶ２
研修等に積極的に参加し、コミュ

ニティ・スクールや地域学校協働活
動のよさや魅力、地域と学校の連
携・協働の大切さ等を正しく理解し
ます。自らの学びが、その後の具体
的な行動の礎となります。

広める３
コミュニティ・スクールや地域学

校協働活動のよさや魅力を自らの言
葉で地域住民に語り、広めます。社
会教育委員の皆様の言葉がけで、地
域と学校の連携・協働の機運が高ま
ります。

つなげる４
自身が学んだり体感したりした地

域と学校の連携・協働のよさや魅力
を語る中で、地域の方をボランティ
アの仲間に誘い、喜びや楽しさ、醍
醐味を共有します。そうすることで、
子供たちを支える輪が広がっていき
ます。

参画する①５
学校運営協議会委員や地域学校協

働活動推進員、地域コーディネー
ターとして、学校運営に直接携わり
ます。社会教育委員の方が学校づく
りに直接関わってくださることは、
学校にとって大きな安心につながり
ます。

参画する②６
地域ボランティアの一人として、

授業の支援や登下校時の見守り、放
課後や休日の学び・体験活動の講師
等、できる時にできる形で子供たち
や学校に関わります。社会教育委員
の方の積極的な姿勢が、地域の方々
の参画にもつながります。
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は じ め に 

地域社会のつながりや支え合いの希薄化等による地域の教育力の低下や、家庭教育の

充実の必要性が指摘されているとともに、学校が抱える課題は複雑化・困難化している。

こうした状況の中、平成２７年１２月２１日に中央教育審議会答申「新しい時代の教育

や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について」

が出された。 

ここでは、地域と学校がパートナーとして、共に子供を育て、共に地域を創るという

理念に立ち、地域の教育力を向上させ、持続可能な地域社会をつくることが必要である

としている。そして、従来の学校支援地域本部、放課後子供教室、家庭教育支援チーム

等の活動をベースに、「支援」から「連携・協働」、個別の活動から「総合化・ネットワ

ーク化」を図り、組織的・継続的な仕組みとして、新たな体制としての「地域学校協働

本部」へ発展させ、地域学校協働本部が、早期に全小中学校区をカバーして構築される

ことを目指している。 

地域と学校が連携・協働することで、新しい人と人とのつながりも生まれ、地域の教

育力の向上につながるとともに、地域の教育力の向上は、地域の課題解決や地域振興、

さらには、持続可能な地域社会の源となり、「生涯学習社会」の構築にも資するものであ

る。 

このような状況を踏まえ、愛知県生涯学習審議会社会教育分科会では、調査・研究事

業の一環として、平成２８年度に「地域と学校の協働の推進について」を協議題として

設定し、以下の３点、 

① 地域と学校の協働の現状と課題 

② 地域と学校の協働の推進のあり方 

③ 地域と学校の協働の取組の方向性 

に視点を置き、協議を重ねてきた。そして、県内市町村、地域コーディネーター及び小

中学校の実態調査を行い、地域と学校の連携・協働について、どのように取り組まれて

いるのか、今後推進するにあたってどのような課題があるのか、についてまとめること

とした。 

県内の市町村、地域コーディネーター及び小中学校等において、現状を把握していた

だくとともに、この報告書が有効に活用され、相互にパートナーとして連携・協働でき

る地域社会の実現が図られることを切に願うものである。 

平成３０年３月 

愛知県生涯学習審議会社会教育分科会 

会長  大 村  惠 
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Ⅰ 地域と学校が連携・協働した取組に関する調査の概要 

１ 研究調査テーマ 

「地域と学校の協働の推進について」 

２ 調査目的 

平成２７年１２月に出された、中教審答申「新しい時代の教育や地方創生の実現に

向けた学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について」では、従来の学

校支援地域本部、放課後子供教室、家庭教育支援チーム等の活動をベースに、「支援」

から「連携・協働」、個別の活動から「総合化・ネットワーク化」を図り、組織的・

継続的な仕組みとして、新たな体制としての「地域学校協働本部」へ発展させ、地域

学校協働本部が、早期に全小中学校区をカバーして構築されることを目指している。 

そこで、地域と学校の協働の推進のあり方や方向性を探る際の参考とするため、市

町村、地域コーディネーター及び小中学校に対し地域と学校が連携・協働した取組に

ついて調査を実施した。 

３ 調査対象 

(1) 市町村（名古屋市除く。） 

(2) 地域コーディネーター 

(3) 公立小中学校（名古屋市立除く。） 

４  調査期間 

(1) 市町村         平成 28 年 ８月 12 日から同年 ８月 31 日まで 

(2) 地域コーディネーター  平成 28 年 12 月 12 日から平成 29 年 １月 10 日まで 

(3) 公立小中学校      平成 29 年 ８月 １日から同年 ９月 14 日まで 

５ 回答者数 

(1) 市町村            ５３市町村 

(2) 地域コーディネーター    １５６人 

(3) 公立小中学校       １,０１０校（うち分校１校） 

６ 共通する調査項目 

(1) 地域と学校の協働活動の取組について 

(2) 協働活動として取り組まれている活動について 

(3) コーディネーターの役割や期待することについて 

(4) コーディネーター及び地域支援者の発掘方法について 

(5) 地域との協働活動は円滑に進んでいるか、またその要因について 

(6) 学校（地域）支援の取組を導入した当初のねらい、成果・効果について 

(7) 今後の協働活動の目指す目標・意義について 

(8) 地域との協働活動を進めるために必要な取組について 
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Ⅱ 地域と学校が連携・協働した取組に関する調査の結果と考察 

１ 調査結果について 

平成２８年度、２９年度にかけて「地域と学校が連携・協働した取組」について県

内市町村、地域コーディネーター及び小中学校を対象に調査を実施した。 

調査結果の一覧については、資料編を御覧いただきたいが、ここでは、共通した調

査項目に対する回答を比較することとする。 

(1) 地域と学校の協働活動の取組について 

市町村では 49 市町村で 92.5％、小学校では 698 校で 98.9％、中学校では 293 校

で 96.4％が「進めている」と回答しており、市町村及び小中学校のほとんどで、取

組が推進されている。 

なお、市町村においては、教育計画等に位置付けられ、学校教育担当課が所管し

ていることが多い。 

(2) 協働活動として取り組まれている活動について 

活動内容は、小学校では、市町村・学校とも「登下校時などの子供の安全確保」

が最も多く、それぞれ 98.0％、97.1％の回答があり、ほとんどの学校で実施してい

る認識がある。次に、「読み聞かせ・読書活動」、「校内環境整備」と続いている。 

中学校で最も多かったのは、「部活動指導」で、市町村 65.3％、中学校 71.0％で

あった。続いて「校内環境整備」、「学校行事等の運営支援」となる。 

また、半数の市町村が「授業補助」との回答を挙げている。 

① はい

② いいえ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問 地域と学校の協働活動の取組を進めているか

市町村 小学校 中学校
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① 授業補助

② 読み聞かせ・読書活動

③ 部活動指導

④ 校内環境整備

⑤ 登下校時などの子供の安全確保

⑥ 学校行事等の運営支援

⑦ 無料塾（地域未来塾）

⑧ 放課後子ども教室

⑨ 土曜日の教育活動

⑩ 家庭教育支援

⑪ その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問 協働活動として取り組まれている内容は（市町村の回答）

小学校 中学校

① 授業補助

② 読み聞かせ・読書活動

③ 部活動指導

④ 校内環境整備

⑤ 登下校時などの子供の安全確保

⑥ 学校行事等の運営支援

⑦ 無料塾（地域未来塾）

⑧ 放課後子ども教室

⑨ 土曜日の教育活動

⑩ 家庭教育支援

⑪ その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問 協働活動として取り組まれている内容は（小中学校の回答）

小学校 中学校
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(3) コーディネーターの役割や期待することについて 

コーディネーターの役割を現職教職員が担っているとの回答は、小学校では

48.4％、中学校では 53.6％であり、外部人材がコーディネーターを務めている学校

は半数程度にとどまっている。 

また、コーディネーターへの調査では 42.9％が元教職員の方である。 

コーディネーターの活動内容として期待していることは、市町村、小中学校とも

「地域支援者の発掘」、「地域支援者とのマッチング・活動計画立案・日程調整等」、

「学校・子供や地域のニーズ・状況把握」の順に多くなっている。 

 ※ コーディネーター：③、⑤、⑩の選択肢なし 

① 現ＰＴＡ関係者

② 元ＰＴＡ関係者

③ 現教職員

④ 元教職員

⑤ 現行政職員

⑥ 元行政職員

⑦ 自治会関係者

⑧ 民生委員・児童委員

⑨ その他

⑩ 役割を担う人はいない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

問 コーディネーターの役割を担っている方（あなたの属性）は

小学校 中学校 コーディネーター
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※ 市町村：⑪の選択肢なし 

 (4) コーディネーター及び地域支援者の発掘方法について 

コーディネーターの発掘については、市町村は「教職員からの紹介」、小中学校

は「ＰＴＡからの紹介」が最も多い方法となっている。 

しかし、市町村、小中学校とも発掘以前に「特に探していない」が最も多い。 

地域支援者の発掘については、市町村は「地域団体等からの紹介」が、小中学校

では「ＰＴＡからの紹介」が最も多くなっている。教職員からの紹介も順に続き、

身近な方からの紹介が多くを占めている。 

また、３割以上の市町村においては、市町村や学校でのホームページや広報誌を

活用している。 

① 地域支援者の発掘

② 地域支援者とのマッチング等

③ 地域支援者向け説明会・研修

④ 地域との協働活動の広報・普及活動

⑤ 地域との協働活動の活動記録等作成

⑥ 企業等と連携した授業支援プログラム

⑦ 運営委員会等への出席

⑧ 必要な用品等の調達

⑨ 学校・子供や地域のニーズ・状況把握

⑩ その他

⑪ 特にない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問 コーディネーターに期待することは

市町村 小学校 中学校
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① ｢人材バンク｣等登録情報の活用

② 市町村のＨＰや広報誌での募集

③ 学校のＨＰや広報誌での募集

④ 教職員からの紹介

⑤ ＰＴＡからの紹介

⑥ 地域団体等からの紹介

⑦ コーディネーターの紹介

⑧ 公民館職員・社教主事からの紹介

⑨ 公民館講座のグループに依頼

⑩ 行政委嘱委員経験者から推薦

⑪ 企業からの紹介

⑫ その他

⑬ 特に探していない

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

問 コーディネーターをどのように発掘しているか

市町村 小学校 中学校

① ｢人材バンク｣等登録情報の活用

② 市町村のＨＰや広報誌での募集

③ 学校のＨＰや広報誌での募集

④ 教職員からの紹介

⑤ ＰＴＡからの紹介

⑥ 地域団体等からの紹介

⑦ コーディネーターの紹介

⑧ 公民館職員・社教主事からの紹介

⑨ 公民館講座のグループに依頼

⑩ 行政委嘱委員経験者から推薦

⑪ 企業からの紹介

⑫ その他

⑬ 特に探していない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

問 地域支援者をどのように発掘しているか

市町村 小学校 中学校
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(5) 地域との協働活動は円滑に進んでいるか、またその要因について 

「そう思う」、「ややそう思う」との回答が、小学校では 92.9％、中学校では 81.9％、

コーディネーターでは 73.6％であった。 

そう回答した要因については、小中学校の回答は「ボランティアなど地域の方の

協力があるから」、「ＰＴＡとの連携が良好であるから」、「従前から地域との協働活

動を行っているから」の順に多かった。 

コーディネーターの回答では、地域のボランティアが多数いる（地域の方の協力

がある）との回答が最も多いが、「教職員の理解が得られているから」との回答も半

数近くあった。 

「あまり思わない」、「思わない」との回答は、小学校で 5.3％、中学校では 11.9％、

コーディネーターでは 16.7％であった。 

その要因としては、小中学校とも「教職員が行う余裕がないから」、「学校内の体

制が十分整備されていないから」が多い。また、中学校では「学校・コーディネー

ター・地域などの間で取組の目的が共有できていないから」が 40.0％となっている。 

コーディネーターの回答では、「学校・コーディネーター・地域などの間で取組

の目的が共有できていないから」が 69.2％と最も多かった。次に「教職員の理解が

不足しているから」が挙げられている。 

円滑に進んでいないと思うコーディネーターが 16.7％おり、学校側の意識との間

にずれがあることに留意すべきである。 

① そう思う

② ややそう思う

③ あまり思わない

④ 思わない

⑤ どちらともいえない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

問 地域との協働活動は円滑に進んでいるか

小学校 中学校 コーディネーター
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※ コーディネーター：③、④の選択肢なし 

 ※ コーディネーター：②、③、④の選択肢なし 

① 管理職のリーダーシップ

② 教職員の理解

③ 学校内の体制整備

④ コーディネーターのリーダーシップ

⑤ 地域の方の協力

⑥ ＰＴＡとの連携が良好

⑦ 行政のサポートが適切

⑧ 三者で取組の目的を共有

⑨ 従前から行っている

⑩ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問 円滑に進んでいる、やや進んでいると回答した要因は

小学校 中学校 コーディネーター

① 教職員の理解不足

② 教職員が行う余裕がない

③ 学校内の体制整備が不十分

④ コーディネーターがいない

⑤ 地域の理解不足

⑥ 地域の方の協力者が少ない

⑦ 既存の支援の仕組みとのすみわけ

⑧ 行政のサポート不足

⑨ 三者で取組の目的が共有できていない

⑩ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

問 円滑に進んでいない、あまり進んでいないと回答した要因は

小学校 中学校 コーディネーター
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(6) 学校（地域）支援の取組を導入した当初のねらい、成果・効果について 

支援の取組を導入した当初のねらいとして、市町村が期待することとしては「学

校と地域の連携が深まり、交流の機会が増える」との回答が多い。 

小学校に対しては、「学校・子供に対する関心が高まり、協力者が増える」、「子

どもたちの地域に対する興味・関心が高まる」、「子供たちの授業に対する興味関心

が高まる」ことを挙げている。 

また、中学校に対しては「教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐことができ

る」ことを期待する割合が小学校に比べ高い。 

小学校の回答では「登下校時など子どもの安全が確保できる」ことを期待する割

合が特に高い。全体的には市町村の回答と同様の傾向が見受けられる。 

導入した成果・効果については、当初のねらいと大きな変化はない。 

※ ⑨、⑩、⑪、⑫の選択肢なし 

①子供たちの規範意識の向上

②子供たちのコミュニケーション能力の向上

③子供たちの生活リズムの向上

④子供たちの授業に対する興味関心

⑤子供たちの学力向上

⑥子供たちの体力向上

⑦子供たちの地域に対する興味・関心

⑧教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐ

⑨教員の指導力の向上、内容の充実

⑩部活動担当教員の負担軽減

⑪校内環境、教育環境の改善

⑫登下校時など子供の安全が確保

⑬学校・子供への関心が高まり、協力者が増える

⑭コーディネーター等の生きがいや自己実現

⑮学校と地域の連携、交流の機会増

⑯地域のきずなが深まり、地域が活性化

⑰その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

問 学校の支援を導入した当初のねらいは（市町村回答）

小学校 中学校
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※ ⑨、⑩、⑪、⑫の選択肢なし

①子供たちの規範意識の向上

②子供たちのコミュニケーション能力の向上

③子供たちの生活リズムの向上

④子供たちの授業に対する興味関心

⑤子供たちの学力向上

⑥子供たちの体力向上

⑦子供たちの地域に対する興味・関心

⑧教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐ

⑨教員の指導力の向上、内容の充実

⑩部活動担当教員の負担軽減

⑪校内環境、教育環境の改善

⑫登下校時など子供の安全が確保

⑬学校・子供への関心が高まり、協力者が増える

⑭コーディネーター等の生きがいや自己実現

⑮学校と地域の連携、交流の機会増

⑯地域のきずなが深まり、地域が活性化

⑰その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問 地域の支援を導入した当初のねらいは（小中学校回答）

小学校 中学校

①子供たちの規範意識の向上

②子供たちのコミュニケーション能力の向上

③子供たちの生活リズムの向上

④子供たちの授業に対する興味関心

⑤子供たちの学力向上

⑥子供たちの体力向上

⑦子供たちの地域に対する興味・関心

⑧教員が授業や生徒指導などにより力を注げた

⑨教員の指導力の向上、内容の充実

⑩部活動担当教員の負担軽減

⑪校内環境、教育環境の改善

⑫登下校時など子供の安全が確保

⑬学校・子供への関心が高まり、協力者が増えた

⑭コーディネーター等の生きがいや自己実現

⑮学校と地域の連携、交流の機会増

⑯地域のきずなが深まり、地域が活性化

⑰その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

問 学校の支援を導入した成果・効果は（市町村回答）

小学校 中学校
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(7) 今後の協働活動の目指す目標・意義について 

支援の取組を導入し進めているが、今後目指す目標・意義としては、市町村、小

中学校とも「地域の教育力を活用した学校教育の充実」が最も多く挙げられている。

続いて「子どもたちにとって安心・安全な居場所づくり」が多い。 

また、市町村からの回答では「地域住民が主体的に参画することによる、持続可

能な地域づくり」がその次に多く挙げられている。 

小中学校からの回答では、「地域の教育力の向上、地域の活性化」、「社会に開か

れた教育課程の実現」が順に多くなっている。 

① 子供たちの規範意識の向上

② 子供たちのコミュニケーション能力の向上

③ 子供たちの生活リズムの向上

④ 子供たちの授業に対する興味関心

⑤ 子供たちの学力向上

⑥ 子供たちの体力向上

⑦ 子供たちの地域に対する興味・関心

⑧ 教員が授業や生徒指導などにより力を注げた

⑨ 教員の指導力の向上、内容の充実

⑩ 部活動担当教員の負担軽減

⑪ 校内環境、教育環境の改善

⑫ 登下校時など子供の安全が確保

⑬ 学校・子供への関心が高まり、協力者が増えた

⑭ コーディネーター等の生きがいや自己実現

⑮ 学校と地域の連携、交流の機会増

⑯ 地域のきずなが深まり、地域が活性化

⑰ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問 地域の支援を導入した成果・効果は（小中学校回答）

小学校 中学校
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※ 市町村：①、⑦、⑧、⑨、⑪の選択肢なし 

(8) 地域との協働活動を進めるために必要な取組について 

地域との協働活動を進めるために今後必要だと考える取組について、市町村では

「行政内の体制整備の充実」が一番重要だと考えられているが、教育計画等に位置

付けがない市町村においては、「学校教職員の理解の促進」が一番重要であると考え

る市町村も多かった。 

小中学校では「学校における地域との協働活動の方針や位置付けの明確化」、「教

職員の理解の促進」が多くなっている。 

①社会に開かれた教育課程の実現

②地域の教育力を活用した学校教育の充実

③家庭学習が困難な子供への学習支援・体験活動等

④子供たちにとって安心・安全な居場所づくり

⑤世代間のきずなをつなぐ協働の場づくり

⑥地域住民が主体的に参画した、持続可能な地域…

⑦地域の教育力の向上、地域の活性化

⑧地域のきずなづくり、ネットワークづくり

⑨地域社会の課題解決への学校の関与

⑩首長部局とのパートナーシップの構築

⑪家庭教育支援の活動、孤立した保護者の支援

⑫その他

0% 10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

問 今後目指す目標・意義について（４つまで）

市町村 小学校 中学校
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※ ⑬の選択肢なし

① 教職員の理解の促進

② 学校における受入体制の確立

③ 学校における方針や位置付けの明確化

④ 行政による計画や方針等の策定

⑤ 行政の体制整備の充実

⑥ 行政によるコーディネーター等へのサポート等

⑦ 行政によるコーディネーター役割の明確化

⑧ 行政による学校へのサポートの充実

⑨ コーディネーターと学校の連携・意思疎通

⑩ 参考となる事例やノウハウの収集・提供

⑪ 学校・地域・行政等関係者の趣旨等の共有化

⑫ 公民館等社会教育施設と学校との連携

⑬ 地域団体との連携・協働体制の構築

⑭ 幼稚園、高校、特支学校等との連携・協働体制

⑮ その他

⑯ 特に必要と考える取組はない

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

問 今後必要だと考える取組は（市町村回答）

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位
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① 教職員の理解の促進

② 学校における受入体制の確立

③ 学校における方針や位置付けの明確化

④ 行政による計画や方針等の策定

⑤ 行政の体制整備の充実

⑥ 行政によるコーディネーター等へのサポート等

⑦ 行政によるコーディネーター役割の明確化

⑧ 行政による学校へのサポートの充実

⑨ コーディネーターと学校の連携・意思疎通

⑩ 参考となる事例やノウハウの収集・提供

⑪ 学校・地域・行政等関係者の趣旨等の共有化

⑫ 公民館等社会教育施設と学校との連携

⑬ 地域団体との連携・協働体制の構築

⑭ 幼稚園、高校、特支学校等との連携・協働体制

⑮ その他

⑯ 特に必要と考える取組はない

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

問 今後必要だと考える取組は（小中学校回答）

第１位 第２位 第３位 第４位 第５位
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２ 考察及び課題について 

２か年にわたって、市町村、地域コーディネーター及び小中学校を対象に「地域と

学校が連携・協働した取組に関する調査」を実施した。 

市町村、小中学校とも協働活動の取組は進めているとの認識があり、地域差はあっ

ても、地域と学校の関わりは深いと考える。 

市町村においては、学校支援の所管課は学校教育担当課が多く、今後の協働活動の

目指す目標・意義は「地域の教育力を活用した学校教育の充実」が最も多かった。 

新学習指導要領の前文にある「社会に開かれた教育課程」を実現するためには、地

域の人的・物的資源を活用したり、放課後や土曜日等を活用した社会教育との連携を

図ったりし、学校教育を学校内に閉じずに、その目指すところを社会と共有・連携す

る必要があり、社会教育からのアプローチも重要であると考える。 

地域学校協働活動の取組を推進させていくためには、市町村調査では「行政内の体

制整備の充実」が最も必要とされているが、コーディネーター設置市町村においては、

「学校教職員の理解の促進」が多いことに留意すべきである。コーディネーター調査

においても「教職員が活動に理解があること」が最も多いことにも表れている。 

校長・教頭の理解が課題とされており、校長・教頭研修に地域学校協働活動の研修

を位置付けるとともに、今後の地域と学校の連携の在り方を教職員にも周知する必要

がある。 

小中学校調査では、「学校における方針や位置付けの明確化」、「教職員の理解」の

順で必要だと考えられていることから、例えば、現存の学校評議員会や学校運営協議

会を活用することにより、地域と学校が理念や方針を共有して連携・協働した取組の

一層の充実につながることが期待される。 

行政及び小中学校がコーディネーターに期待していることと、コーディネーターが

大切だと考えている活動内容はほぼ一致しており、「地域支援者の発掘」や「地域支

援者とのマッチング、活動計画立案等」が多い。 

しかし、学校では現教職員、特に教頭がコーディネーターの役割を担っていること

が多く、他の職務にも支障があり、さらなる負担につながることが懸念される。また、

ＰＴＡ関係者がその役割を担っているケースも多く、コーディネーターを「探してい

ない」との回答が、市町村も同様に４割程度あることから、学校外に求めていないこ

とが想定される。 

協働活動をさらに充実させるためには、元教職員の人脈を活用するなど、地域で活

動しているコーディネーターとなり得る人材を見出すことが望まれる。 

また、地域支援者の確保にあたっては、地域支援者自身の生きがいとなること、持

続可能な社会づくりになることなどを周知することが、活動を積極的に行う動機づけ

として効果的であると考える。 

地域学校協働活動の推進は、子どもたちの地域に対する興味関心を高めるとともに、
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地域の学校や子どもたちへの関心の高まりにもつながり、相互にとって有益な関係が

築かれ、持続可能な社会、地域の活性化に資するものであることを積極的に啓発すべ

きである。 

また、調査結果からは公民館等社会教育施設との関わりが弱いことがみえてきた。 

しかし、校区に公民館等社会教育施設が設置されている地域では、公民館施設との

連携をすることで、地域と学校の協働活動がしやすくなるはずである。 

さらに、地域で活動している方々が学校と連携することは地域の方にとってもやり

がいになるとともに、子どもたちにとっては、高齢者を含む地域の方との交流が図ら

れ、超高齢社会においても非常に重要であると考える。 

先に挙げた中教審答申の「おわりに」に次のような記載がある。全ての人にこの理

念を共有してほしい。 

「誰かが何とかしてくれる、のではなく、自分たちが『当事者』として、自分たち

の力で学校や地域を創り上げていく。子供たちのために学校を良くしたい、元気な地

域を創りたい、そんな『志』が集まる学校、地域が創られ、そこから、子供たちが自

己実現や地域貢献など、志を果たしていける未来こそ、これからの未来の姿である。」 
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Ⅲ これからの方向性について（提言） 

平成２７年１２月の中央教育審議会答申で、地域と学校が連携・協働して、地域全

体で未来を担う子どもたちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」を推

進することや、同活動を推進する「地域学校協働本部」を全国的に整備することなど

が提言された。 

それを受け、社会教育法が改正され、教育委員会による地域住民等と学校との連携

協力体制の整備などが定められた。地域と学校がパートナーとして連携・協働し、社

会総がかりでの教育を実現するため、「地域学校協働活動」を円滑かつ効果的に実施

することを通じ、学校運営の改善にも資することを目指している。 

これまでに構築された地域と学校の相互理解と相互信頼を基盤として、地域学校協

働本部へと体制を発展させるとともに、学校が地域に出て地域づくりを行い、それを

しっかりと受け止められる地域社会があり、地域づくりをすることで子どもも大人も

育つという構造を打ち出す必要がある。

学校と地域との連携については、それぞれの実情や規模などにより大きな差があり、

相互のニーズにも違いがある。学校が地域と、また、地域が学校と協働して解決した

い課題を、それぞれの地域性を見ながら解決していくことが大切である。 

地域学校協働活動をよりよいものにしていくためには、地域との協働活動の方針や

位置付けを明確にし、活動を展開していくことが必要である。 

地域と学校が理念や方針を共有し地域学校協働活動を推進することは、子どもの成

長はもとより、学校教育の充実、地域の教育力の向上、ひいては教員の多忙化解消に

もつながっていくものである。 

もって、市町村における地域と学校の協働の推進のために、以下について提言する。 

（提言） 

１ 地域と学校をつなぐ「コーディネーター」及び複数のコーディネーターとの連絡

調整等を行う「統括的なコーディネーター」を配置する。 

２ コーディネーターが主体的に活動を展開することができるよう、活動拠点を設置

し、地域学校協働本部等の体制を整備する。 

３ 県は、体制整備や取組の充実等のための財政的支援、コーディネーター等の資質

向上のための研修会及び各市町村の好事例の収集や情報提供に努めるなど、市町村

に対するさらなる活動支援を行う。 

また、管理職を含めた教員への研修や多分野の方が参画する交流の場づくりなど、

この活動内容を具体にイメージできる機会を提供する。 
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資 料 編

○ 平成２８・２９年度「地域と学校が連携・協働した取組」に関する調査票及び

結果 

・ 市町村 

・ 地域コーディネーター 

・ 小中学校 

○ 愛知県生涯学習審議会社会教育分科会委員名簿 

○ 愛知県生涯学習審議会社会教育分科会審議経過 
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用語について：この調査では下記の用語を下記の意味で用いていますので、ご留意ください。

市町村名

【地域支援者】：学校を支援する地域やＮＰＯのボランティアを指す。

※ 地域と学校の協働活動が一部の学校での取組でも、取り組まれているとして回答してください。

問 質問項目

黄色ｾﾙ：ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝリスト選択

1 貴市町村では、小中学校において地域と学校の協働活動の取組を進めています
か。

①はい　　　②いいえ

※「いいえ」を選択した場合は、問１２以降に進んでください。

2 貴市町村において、地域と学校の協働活動を主に所管する課名を該当番号欄に
記入してください。（１つ）

①社会教育所管課 ①

②学校教育所管課 ②

③その他（子育て支援課等） ③

④決まっていない（今後検討） ④

3 貴市町村において、地域と学校の協働活動の取組を進めることを市町村の教育
（振興）計画等に位置付けていますか。

①はい　　　②いいえ

4 貴市町村で地域と学校の協働活動として取り組まれている活動について、小中
学校それぞれ該当する番号を選択してください。（いくつでも）

①授業補助

②読み聞かせ・読書活動

③部活動指導

④校内環境整備（校庭維持管理・図書室整備等）

⑤子供の安全確保

⑥学校行事等の運営支援

⑦無料塾（地域未来塾）

⑧放課後子ども教室

⑨土曜日の教育活動

⑩家庭教育支援

⑪その他（具体的に）

⑫特に重点的に取り組んでいる活動はない

担当者名

連絡先電話

地域と学校が連携・協働した取組に関する調査票

連絡先メール

【地域と学校の協働活動】：地域の人材、ＮＰＯ等が学校と連携・協力し
て、学校の授業や行事等の教育活動をはじめ、校舎や校庭の維持・管理、
児童生徒の安全確保、放課後や土曜日の教育活動、家庭教育支援活動な
ど、学校における教育を直接・間接を問わず支援し、地域を創生する活動
を指す。

【コーディネーター】：学校のニーズに基づき、地域人材等（ボランティ
ア）と学校の橋渡し役として、効果的に地域と学校との協働活動が行われ
るようコーディネートを担う人を指す。

回答担当課

#N/A

小学校

回答欄

中学校

名称

「その他」の内容記入欄↓
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5 貴市町村では、地域と学校の協働活動を進める役割を社会教育主事が担ってい
ますか。

①はい　　　②いいえ　　③社会教育主事未設置

6 貴市町村に地域と学校の協働活動を進めるコーディネーターを置いています
か。

①はい　　　②いいえ

※「いいえ」を選択した場合は、問９以降に進んでください。

7 貴市町村が地域と学校の協働活動のコーディネーターの活動内容として期待し
ていることについて、該当する番号を選択してください。（いくつでも）

①地域支援者の発掘 ①

②地域支援者のマッチング・活動計画立案・日程調整等 ②

③地域支援者向け説明会・研修の企画・実施 ③

④地域と学校の協働活動の広報・普及活動 ④

⑤地域と学校の協働活動に関わる活動記録等作成 ⑤

⑥企業・NPO等と連携した授業支援プログラムの情報収集・企画・提案 ⑥

⑦地域と学校の協働活動に関する運営委員会等への出席 ⑦

⑧地域と学校の協働活動に必要な用品等の調達 ⑧

⑨学校・子供や地域のニーズ・状況把握 ⑨

⑩その他（具体的に） ⑩

8 問４①～⑦までのコーディネーターは放課後子ども教室や土曜日の教育活動の
コーディネーターを兼務していますか。

①はい　　　②いいえ

9 コーディネーター候補者及び地域支援者をどのように発掘しているか、該当す
る番号を選択してください。（いくつでも）

①｢人材バンク｣等登録情報の活用 ①

②市町村のホームページや広報誌での募集 ②

③学校のホームページや広報誌での募集 ③

④教職員からの紹介 ④

⑤ＰＴＡからの紹介 ⑤

⑥地域団体等からの紹介 ⑥

⑦コーディネーターの紹介 ⑦

⑧公民館職員・社会教育主事からの紹介 ⑧

⑨公民館講座のグループに依頼 ⑨

⑩社会教育委員等行政委嘱委員経験者から推薦 ⑩

⑪企業からの紹介 ⑪

⑫その他（具体的に） ⑫

⑬特に探していない ⑬

コーディネー
ター

「その他」の内容記入欄↓

土曜日の教育
活動

地域支援者

「その他」の内容記入欄↓

放課後子ども
教室
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10 貴市町村内には、コーディネーターや地域支援者が自主的に実施している組織
や活動がありますか。それぞれ該当する番号を選択してください。（いくつで
も）

①連絡会を実施 ①

②交流会を実施 ②

③研修会を実施 ③

④会報や広報紙を発行 ④

⑤メーリングリストやＳＮＳ等ＩＴを活用した情報交換 ⑤

⑥その他（具体的に） ⑥

⑦把握していない ⑦

11

当初の
ねらい

現時点
成果等

当初の
ねらい

現時点
成果等

①子供たちの規範意識の向上につながる（つながった） 1

②子供たちのコミュニケーション能力の向上につながる（つながった） 2

③子供たちの生活リズムの向上につながる（つながった） 3

④子供たちの授業態度の向上につながる（つながった） 4

⑤子供たちの授業に対する興味関心が高まる（高まった） 5

⑥子供たちの学力向上につながる（つながった）

⑦子供たちの体力向上につながる（つながった）

⑧子供たちの地域に対する興味・関心が高まる（高まった）

⑨教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐことができる（できた）

⑩学校・子供に対する関心が高まり、協力者が増える（増えた）

⑪コーディネーター・地域支援者自身の生きがいや自己実現につながる（つな
がった）

⑫学校と地域の連携が深まり、交流の機会が増える（増えた）

⑬地域のきずなが深まり、地域が活性化する（した）

⑭その他（具体的に）

12 貴市町村において、今後の地域と学校の協働活動の目指す目標・意義につい
て、該当する主なものを選択してください。（４つまで）

①地域社会の課題解決に、地域の一員としての学校の関与 1

②地域の教育力を活用した学校教育の充実 2

③家庭での学習が困難な子供たちへの学習支援や体験活動の機会の充実 3

④子供たちにとって安心・安全な居場所づくり 4

⑤世代間のきずなをつなぐ協働の場づくり

⑥地域住民が主体的に参画することによる、持続可能な地域づくり

⑦生涯学習社会の構築

⑧地域振興、社会福祉、防災等を担当する首長部局とのパートナーシップの構
築

⑨その他（具体的に）

「その他」の内容記入欄↓

「その他」の内容記入欄↓

「その他」の内容記入欄↓

小学校 中学校貴市町村において、学校支援の取組を導入した当初のねらい、また、現時点で
の導入した成果・効果について、小中学校それぞれに該当する主なものを選択
してください。（５つまで）

コーディネー
ター

地域支援者
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13 地域と学校の協働活動を推進させていくために、貴市町村において、今後、ど
のような取組が必要だと考えていますか。特に必要だと考えるものを選択して
ください。（必要と考える順に５つまで）

①行政における地域と学校の協働活動に関する計画や方針等の策定 1

②行政内の体制整備の充実 2

③行政によるコーディネーターへの資質向上・サポートの充実 3

④行政としてのコーディネーターの位置づけ・役割の明確化 4

⑤行政としての学校へのサポートの充実 5

⑥行政による地域支援者への資質向上・サポートの充実

⑦学校教職員の理解の促進

⑧学校における受入体制の確立の促進

⑨学校における地域と学校の協働活動の方針や位置づけの明確化

⑩コーディネーターと学校の連携・意思疎通の促進

⑪参考となる事例情報やノウハウ・ツールの収集・提供の充実

⑫学校・地域・行政等関係者の学校支援活動の趣旨等の共有化の促進

⑬公民館等社会教育施設と学校との連携

⑭様々な悩み等を相談できる家庭教育支援の活動や機能を組み込み、孤立した
保護者を支援

⑮幼稚園、高等学校、特別支援学校等との連携・協働体制の構築

⑯その他（具体的に）

⑰特に必要となる取組はない

14 貴市町村の学校教職員に対して地域と学校の協働活動の理解を促進するために
重要と考えるものを選択してください。（重要と考える順に３つまで）

①教員等研修で地域と学校の協働活動に関する啓発 1

②地域と学校の協働活動に関する事例や情報等をまとめた資料の作成・周知 2

③学校に訪問して啓発 3

④地域連携担当教職員を対象とした連絡会の開催

⑤校長・教頭の理解

⑥ＰＴＡへの働きかけ

⑦地域と学校の協働に関するシンポジウムや発表会の開催

⑧その他（具体的に）

15 問１で②「いいえ」を選択した市町村のみ回答してください。

貴市町村が、現在、地域と学校の協働活動に取り組んでいない主な理由につい
て、記入してください。

「その他」の内容記入欄↓

「その他」の内容記入欄↓
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その他

・教員研修の講師

・子ども会議への参加、防災教室の実施、地域の方を講師とした講座の実施

・避難所体験活動（小学校） ・中学生ボランティアによる活動支援

・外国人生徒支援として日本語を指導している。

・学校を核とした地域魅力化事業の実施

・地域がその地域にある小学校の部屋を夏休み期間中に活用して、小学生の宿題の場を提供する
とともに地域と子どもの交流を図る取組を行っている。

地域と学校が連携・協働した取組に関する調査結果

37

43

17

40

48

34

3

33

15

21

5

1

25

15

32

32

25

23

10

2

5

13

4

0

0 10 20 30 40 50 60

①学校支援

②読み聞かせ・読書活動

③部活動指導

④校内環境整備（校庭維持管理・図書室整備等）

⑤子供の安全確保

⑥学校行事等の運営支援

⑦無料塾（地域未来塾）

⑧放課後子ども教室

⑨土曜日の教育活動

⑩家庭教育支援

⑪その他（具体的に）

⑫特に重点的に取り組んでいる活動はない

４ 地域と学校の協働活動として取り組まれている活動。小中別（いくつでも）

小学校
中学校

①はい
92.453%

②いいえ
7.547%

１ 小中学校における地域との協
働の取り組みを進めているか。

①社会教
育所管課

24%

②学校教
育所管課

44%

③首長部
局子育て
支援課等

6%

④未定
（検討
中）
26%

２ 地域と学校との協働について、
所管する課

①はい
77%

②い
いえ
23%

３ 地域と学校との協働の取組を進
めることを教育計画等に位置付けて
いるか。
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その他

・コーディネーターと学校と年間活動計画等についての打合せの実施

・大学生ボランティアの募集・登録を行い、各小中学校に派遣している。

2

3

0 1 2 3 4

①放課後と兼務

②土曜日と兼務

8   問４①〜⑦までのコーディネーターの放課後子ども教室や土曜日の教育活動の兼務の有
無

15

15

6

8

7

3

10

2

13

2

0 5 10 15 20

①地域支援者の発掘

②地域支援者のマッチング・活動計画立案・日程調整等

③地域支援者向け説明会・研修の企画・実施

④地域と学校の協働活動の広報・普及活動

⑤地域と学校の協働活動に関わる活動記録等作成

⑥企業・NPO等と連携した授業支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの企画・提案等

⑦地域と学校の協働活動に関する運営委員会等への出席

⑧地域と学校の協働活動に必要な用品等の調達

⑨学校・子供や地域のニーズ・状況把握

⑩その他（具体的に）

7  コーディネーターの活動内容として期待していること（いくつでも）

①はい
31%

②いい
え

69%

6 地域と学校の協働活動を進める
コーディネーターを置いているか。

①はい
8%

②いいえ
74%

③社会教育
主事未設置

18%

５ 地域と学校の協働活動を進める役割を
社会教育主事が担っているか。
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その他

・コーディネーターは候補者を選んだあと、講座等を開設し養成していく。

・積極的にボランティア活動されている方からの人選

・市役所の他部署からの紹介

その他

・ＮＰＯを立ち上げ、児童の健やかな成長を目的に様々な活動を行っている。

・他校や他市町のコーディネーターとの情報交換を兼ねた交流

1

0

3

14

9

8

5

1

0

1

2

4

19

11

17

17

19

22

28

12

4

6

1

6

2

7

0 5 10 15 20 25 30

①｢人材バンク｣等登録情報の活用

②市町村のホームページや広報誌での募集

③学校のホームページや広報誌での募集

④教職員からの紹介

ＰＴＡからの紹介

⑥地域団体等からの紹介

⑦コーディネーターの紹介

⑧公民館職員・社会教育主事からの紹介

⑨公民館講座のグループに依頼

⑩社会教育委員等行政委嘱委員経験者から推薦

⑪企業からの紹介

⑫その他（具体的に）

⑬特に探していない

9  コーディネーター候補者及び地域支援者の発掘方法（いくつでも）

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

支援者

2

3

4

3

3

3

30

9

7

6

3

1

3

33

0 10 20 30 40

①連絡会を実施

②交流会を実施

③研修会を実施

④会報や広報紙を発行

⑤ﾒｰﾘﾝｸﾞﾘｽﾄやＳＮＳ等ＩＴを活用した情報交換

⑥その他（具体的に）

⑦把握していない

10  コーディネーターや地域支援者の間の自主的な組織や活動があるか。（いくつでも）

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

支援者
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その他
・安全安心な学校づくり

・キャリア教育により生き方を学ぶことができた

その他

・学校を核とした街づくり

・コミュニティハウスを各地区に整備予定（子育て支援課）

15

46

17

38

18

26

9

3

1

0 10 20 30 40 50

①地域社会の課題解決に、地域の一員としての学校の関与

②地域の教育力を活用した学校教育の充実

③学習が困難な子供たちへの学習支援や体験活動の機会の充実

④子供たちにとって安心・安全な居場所づくり

⑤世代間のきずなをつなぐ協働の場づくり

⑥地域住民が主体的に参画することによる、持続可能な地域づくり

⑦生涯学習社会の構築

⑧地域振興、社会福祉、防災等担当首長部局とのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ構築

⑨その他（具体的に）

１２ 今後の地域と学校の協働活動の目指す目標・意義（４つまで）

5

11

2

2

20

11

3

26

17

27

10

34

16

2

6

9

3

1

19

6

2

28

12

26

11

35

11

2

8

5

2

2
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20
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6

28

12

2

8

5

2

1

12

7

11

22

12

23

8

28

7

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40

①子供たちの規範意識の向上につながる（つながっ
た）

②子供たちのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ能力向上につながる（つながっ
た）

③子供たちの生活リズムの向上につながる（つながっ
た）

④子供たちの授業態度の向上につながる（つながっ
た）

⑤子供たちの授業に対する興味関心が高まる（高まっ
た）

⑥子供たちの学力向上につながる（つながった）

⑦子供たちの体力向上につながる（つながった）

⑧子供たちの地域に対する興味・関心が高まる（高
まった）

⑨教員が授業や生徒指導に力を注ぐことができる（で
きた）

⑩学校・子供への関心が高まり、協力者が増える（増
えた）

⑪ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ・支援者の自己実現につながる（つながっ
た）

⑫学校と地域の連携が深まり、交流の機会が増える
（増えた）

⑬地域のきずなが深まり、地域が活性化する（した）

⑭その他（具体的に）

１１ 学校支援の取組を導入した当初のねらい、また、現時点での導入し
た成果・効果（５つまで）

小-当初
小-現在
中-当初
中-現在
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その他

・地域全体へ地域で学校を支えるという意識付けの促進

・学校のニーズに合ったボランティアの人材発掘、ボランティアの方の意欲及びモチベーション
の維持・向上のための支援

4

18

7

4

3

2

6

1

0

1

3

3

0

0

0

0

1

1

4

5

4
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0
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0

0
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0

0

0

0

1

0

1

2

0

6

2

7

8

1

4

0

2

2

1

0

5

25

13

13

21

13

24

16

19

15

13

23

3

3

6

2

1

0 10 20 30

①行政における協働活動に関する計画や方針等の策定

②行政内における体制整備の充実

③行政によるｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰへの資質向上・ｻﾎﾟｰﾄの充実

④行政としてのｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの位置づけ・役割の明確化

⑤行政としての学校へのサポートの充実

⑥行政による地域支援者への資質向上・サポートの充実

⑦学校教職員の理解の促進

⑧学校における受入体制の確立の促進

⑨学校における協働活動の方針や位置づけの明確化

⑩コーディネーターと学校の連携・意思疎通の促進

⑪参考となる事例情報やﾉｳﾊｳ・ﾂｰﾙの収集・提供の充実

⑫関係者の学校支援活動の趣旨等の共有化の促進

⑬公民館等社会教育施設と学校との連携

⑭家庭教育支援活動や機能を組み込み、保護者を支援

⑮幼稚園、高等学校、特別支援学校等との連携・協働体制の
構築

⑯その他（具体的に）

⑰特に必要他なる取組はない

１３ 地域学校協働活動の取組を推進させていくための方策（必要と考える
順に５つまで）

1番目

2番目

3番目

4番目

5番目

合計
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その他

・学校教職員及びＰＴＡへの協力・理解促進のための研修会の実施

・管理職の地域理解とチーム学校を意識したリーダーシップが最も重要だと考える。

・日常的な連携の充実

・学校に負担がかからないようにすること。

15 現在、地域と学校の協働活動に取り組んでいない主な理由

・予算的・人員配置的に取り組める状況にない。

・これまでも地域の方と学校が連携した様々な取り組みを行っています。ですから、あえて地域
コーディネーターや地域支援者による協働活動を行う予定はない。

・民俗行事を基盤とした社会資本が地域にあり、比較的地域での子どもの見守り体制が整ってい
ること。そのために、地域と学校の協働活動への取り組みがあまり重要視されていないため。

・中学生に対し、寮にて企画するナイトサークルへ生徒が希望する種目を行っている住民が指導
を行う他、小学生に対し文化協会員が太鼓を教えるなどの活動を行っているが、本調査に該当す
るほどの体制及び規模ではないため。

・多世代が交流し、支え合い、分かち合える地域社会を目指しており、学校限定では、取り組ん
でいない。
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32

28

10
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33

19
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0 10 20 30 40

①教員等研修で地域と学校の協働活動に関する啓発

②協働活動に関する事例や情報等、資料の作成・周知

③学校に訪問して啓発

④地域連携担当教職員を対象とした連絡会の開催

⑤校長・教頭の理解

ＰＴＡへの働きかけ

⑦協働に関するシンポジウムや発表会の開催

⑧その他（具体的に）

１４ 学校教職員に対して地域学校協働活動の理解を促進するための方策
（重要と考える順に３つまで）

1番目

2番目

3番目

合計
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用語について：この調査では下記の用語を下記の意味で用いていますので、ご留意ください。

【地域と学校の協働活動】：地域の人材、ＮＰＯ等が学校と連携・協力して、学校の授業や行事等
の教育活動をはじめ、校舎や校庭の維持・管理、児童生徒の安全確保、放課後や土曜日の教育活
動、家庭教育支援活動など、学校における教育を直接・間接を問わず支援し、地域を創生する活動
を指す。

【コーディネーター】：学校のニーズに基づき、地域人材等（ボランティア）と学校の橋渡し役と
して、効果的に地域と学校との協働活動が行われるようコーディネートを担う人を指す。

※回答は該当する番号を○で囲んでください。(その他は（　）内に記入してください。）

問 質問項目

1 学校種別

①　主に小学校で活動　　　②　主に中学校で活動

2 性別

①　男　　　②　女

3 年齢層

①　30歳未満　　②　30歳代　　③　40歳代　　④　50歳代　　⑤　60歳以上

4 主な属性

①　現ＰＴＡ関係者　　　②　元ＰＴＡ関係者　　　③　元教職員　　　④　元行政職員

⑤　自治会関係者　　 ⑥　民生委員・児童委員　 　⑦　大学生　 　⑧その他（　　　　　　　　）

5 コーディネーター経験年数

①　1年未満　　　②　1年以上3年未満　　　③　3年以上5年未満　　　④　5年以上

6 支援している活動内容の頻度(該当する活動に回答してください)

(1)無料塾（地域未来塾）

　①　年間数日　　　②　月１～３日　　　③　週１～２日　　　④　週３日以上

(2)放課後子ども教室

　①　年間数日　　　②　月１～３日　　　③　週１～２日　　　④　週３日以上

(3)土曜日の教育活動

　①　年間数日　　　②　月１～３日　　　③　週１～２日　　　④　週３日以上

7 １日当たりのおおよその平均活動時間数

①　1時間　　　②　2時間　　　③　3時間　　　④　4時間　　　⑤　5時間以上

8 コーディネーターとなったきっかけ（主なものを３つまで選択してください。）

①　学校・行政から頼まれたから

②　コーディネーターから誘われたから

③　教員が授業や生徒指導などにより力を注げるよう支援できると思ったから

④　自分自身の生きがいづくりや自分の成長につながると思ったから

⑤　地域住民の生きがいづくりや自己実現につながると思ったから

⑥　地域の教育力が向上し、地域の活性化につながると思ったから

⑦　子どもの教育に興味があるから

⑧　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

9 あなたの担当する学校での地域と学校の協働活動は円滑に進んでいると思いますか。

①　そう思う 　②　ややそう思う 　③　あまり思わない　 ④　思わない 　⑤　どちらともいえない

地域と学校が連携・協働する地域コーディネーターに関する調査票
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10
上記「問９」で「①」または｢②」を選択した方に伺います。
その要因と考えられることはどのようなものがありますか。主なものを３つまで選択してください。

①　校長がリーダーシップを発揮しているから

②　教職員の理解が得られているから

③　地域のボランティアが多数いるから

④　ＰＴＡとの連携が良好だから

⑤　行政のサポートが適切だから

⑥　学校・コーディネーター・地域などの間で取組の目的が共有できているから

⑦　従前から地域と学校の協働活動を行っているから

⑧　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

11
上記「問９」で「③」または｢④」を選択した方に伺います。
その要因と考えられることはどのようなものがありますか。主なものを３つまで選択してください。

①　学校の理解が不足しているから

②　地域の理解が不足しているから

③　地域のボランティアとしての協力者が少ないから

④　ＰＴＡや既存の支援の仕組みとのすみわけがうまくできないから

⑤　行政のサポートが不足しているから

⑥　学校・コーディネーター・地域などの間で取組の目的が共有できていないから

⑦　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

12
コーディネーターとしての活動上の悩みや課題と感じていることはどのようなことですか。主なものを
３つまで選択してください。

①　学校や行政がコーディネーターにどういう役割を期待しているのかわからない

②　学校内や地域でコーディネーターの存在が認知されていない（位置づけが不明確）

③　教職員の異動によって学校の方針が変わって戸惑う

④　学校が求める地域ボランティアの確保が難しい

⑤　コーディネーターの拠点となるスペースが確保されていない（居場所がない）

⑥　ＰＴＡ活動等の取組との違いが不明確

⑦　スキルアップのための研修や情報交換・交流の場が少ない

⑧　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

13
地域と学校の協働活動をより円滑に進めていくうえで改善が必要と思っていることはどのようなことで
すか。主なもの３つまで選択してください。

①　学校教職員の中で地域連携担当窓口（担当者）を位置づけること

②　教職員が活動に理解があること

③　ＰＴＡが活動に対して理解があること

④　自治会等が活動に対して理解があること

⑤　コーディネーターの研さんの場（研修・交流機会）があること

⑥　コーディネーターの活動拠点（居場所）があること

⑦　市町村関係部局間での連携を深めること

⑧　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

14
コーディネーターとして大切と考えている活動内容は、どのようなものがありますか。主なもの３つま
で選択してください。

①　活動計画立案　　　②　地域のボランティアの発掘　　　③　地域のボランティアのマッチング

④　地域のボランティア向け説明会・研修の企画・実施　　　⑤　活動の広報・普及活動

⑥　学校のニーズや地域の状況の把握　　　　　　　　　　　⑦　行政の関係機関の連携を促進

⑧　地域の住民と地域課題を話し合い、学習しあい、地域コミュニティをつくる

⑨　よくわからない　　　　⑩　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

質問は、以上です。ご協力いただき、ありがとうございました。
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地域と学校の連携・協働に係るコーディネーターに関する調査結果

① 男

31%

② 女

69%

問２ 性別

① 30歳未

満

1%
② 30歳代

3%

③ 40歳代

22%

④ 50歳代

29%

⑤ 60歳
以上

45%

問３ 年齢層

① 主に

小学校で

活動

96%

② 主に

中学校で

活動

4%

問１ 学校種別

① 現ＰＴＡ関係

者

4%

② 元ＰＴＡ関係

者

20%

③ 元教職員

43%
④ 元行政職員

2%

⑤ 自治会関係者

0%

⑥ 民生委員・児童

委員

5%

⑦ 大学生

1% ⑧その他

25%

問４ 主な属性

① 1年未

満

19%

② 1年以

上3年未満

26%③ 3年以

上5年未満

24%

④ 5年以

上

31%

問５ コーディネーター経験年数
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① 年間

数日

12%

② 月１

～３日

44%

③ 週１

～２日

31%

④ 週３

日以上

13%

問６-1 活動内容の頻度（無料塾）
① 年間

数日

1%

② 月１

～３日

17%

③ 週１

～２日

34%

④ 週３

日以上

48%

問６-2 活動内容の頻度（放課後子ど

も教室）

① 年間

数日

40%② 月１

～３日

35%

③ 週１

～２日

25%

④ 週３

日以上

0%

問６-3 活動内容の頻度（土曜日の教

育活動）

① 年間

数日

52%
② 月１

～３日

20%

③ 週１

～２日

7%

④ 週３

日以上

21%

問６-4 活動内容の頻度（その他）

① 1時間

10%

② 2時間

23%

③ 3時間

35%

④ 4時間

23%

⑤ 5時間以上

9%

問７ １日当たりのおおよその平均活動時間数

① 学校・行政から

頼まれたから

29%

② コーディネーター

から誘われたから

17%

③ 教員が授業や

生徒指導などにより

力を注げるよう支援

できると思ったから

4%

④ 自分自身の生き

がいづくりや自分の

成長につながると

思ったから

17%

⑤ 地域住民の生き

がいづくりや自己実

現につながると思っ

たから

3%

⑥ 地域の教育力が

向上し、地域の活性

化につながると思っ

たから

9%

⑦ 子どもの教育に

興味があるから

19%
⑧ その他

2%

問８ コーディネーターとなったきっかけ
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① そう思う

26%

② ややそう思う

47%

③ あまり思わない

16%

④ 思わない

1%

⑤ どちらともいえ

ない

10%

問９ 協働活動は円滑に進んでいると思うか

① 校長がリーダー

シップを発揮してい

るから

7%

② 教職員の理解

が得られているから

23%

③ 地域のボラン

ティアが多数いるか

ら

26%ＰＴＡとの連

携が良好だから

7%

⑤ 行政のサポート

が適切だから

12%

⑥ 学校・コーディ

ネーター・地域など

の間で取組の目的

が共有できているか

ら

14%

⑦ 従前から地域と

学校の協働活動を

行っているから

10%

⑧ その他

1%

問１０ 上記「問９」で「①」または｢ 」を選択した理由

① 学校の理解が

不足しているから

18%

② 地域の理解が

不足しているから

9% ③ 地域のボラン

ティアとしての協力

者が少ないから

13%

ＰＴＡや既存

の支援の仕組みと

のすみわけがうまく

できないから

9%

⑤ 行政のサポート

が不足しているから

9%

⑥ 学校・コーディ

ネーター・地域など

の間で取組の目的

が共有できていない

から

40%

⑦ その他

2%

問１１ 上記「問９」で「③」または｢ 」を選択した理由
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その他

一部の教職員に理解が得られていない。

小学校と放課後子ども教室の関係は別組織である。

放課後子ども教室の位置づけに問題がある。

地域（自治体、ＰＴＡ，ＮＰＯなど）との連携が取りにくい。窓口がわかりにくい。

教室の時間が部活動の時間とかぶっている。

学習する場というよりも、子供を預ける場所と思って利用している。

保護者の理解不足

家で仕事をすることも多く、持ち出しが多い。

勤務日数が少なすぎる。

指導員との意思疎通を図り、円滑に活動すること。

学校内で活動することは、教育活動には邪魔になってしまう。

子供の問題行動への対応の仕方

児童の特性の情報が学校と共有できていない

協働活動の家庭・学校・地域行政の相互理解と目的の共有化。

活動を継続すること。継続することで、学校・子ども・地域が変わるから。

担当課と学校との連携があまりとれていないようで情報が遅い。担当課に子どものことで相談で
きる人がいない。

① 学校や行政が

コーディネーターに

どういう役割を期待

しているのかわから

ない

23%
② 学校内や地域で

コーディネーターの

存在が認知されて

いない（位置づけが

不明確）

26%③ 教職員の異動

によって学校の方針

が変わって戸惑う

10%

④ 学校が求める地

域ボランティアの確

保が難しい

10%

⑤ コーディネー

ターの拠点となるス

ペースが確保されて

いない（居場所がな

い）

6%

ＰＴＡ活動等

の取組との違いが

不明確

1%

⑦ スキルアップの

ための研修や情報

交換・交流の場が少

ない

15%

⑧ その他

9%

問１２ ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰとしての活動上の悩みや課題と感じていること
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その他

放課後子ども教室の位置づけに問題がある。

行政のビジョン不足

コーディネーターによるボランティアの発掘は困難

行政と自治区とボランティアがつながりを持てるような場が必要。

活動の中での課題について、気軽に話し合える関係性づくり。

その他

家庭教育とも連携

児童クラブからも連携に向けて行動してほしい。

保護者の理解

学校と放課後子ども教室の共通課題を話し合い、共有すること。

ボランティアをしてくれた人の満足感の向上と、また手伝いたいと思ってもらえるフォローとつながり。

学校の教職員のボランティア活動の理解と協力体制。

役割が明確化され、その機能が果たせるような権限及び情報交換の場が保障されない限り、協
働などあり得ない。

① 学校教職員の

中で地域連携担当

窓口（担当者）を位

置づけること

13%

② 教職員が活動

に理解があること

30%

ＰＴＡが活動

に対して理解がある

こと

10%

④ 自治会等が活

動に対して理解があ

ること

10%

⑤ コーディネー

ターの研さんの場

（研修・交流機会）が

あること

12%

⑥ コーディネー

ターの活動拠点（居

場所）があること

6%

⑦ 市町村関係部

局間での連携を深

めること

17%

⑧ その他

2%

問１３ 協働活動をより円滑に進めていくうえで改善が必要と思っていること

① 活動計画立案

17%

② 地域のボラン

ティアの発掘

17%

③ 地域のボラン

ティアのマッチング

9%
④ 地域のボラン

ティア向け説明会・

研修の企画・実施

4%

⑤ 活動の広報・普

及活動

12%

⑥ 学校のニーズ

や地域の状況の把

握

20%

⑦ 行政の関係機

関の連携を促進

10%

⑧ 地域の住民と地

域課題を話し合い、

学習し合い、地域コ

ミュニティをつくる

6%

⑨ よくわからない

2%

⑩ その他

3%

問１４ コーディネーターとして大切と考えている活動内容
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用語について：この調査では下記の用語を下記の意味で用いていますので、ご留意ください。

【地域支援者】：学校を支援する地域やＮＰＯ等のボランティアをいう。

問 質問項目

◎ 該当する番号を選択してください。 黄色ｾﾙ：ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾘｽﾄ選択

１ 貴校の学校種を選択してください。

① 小学校　　　② 中学校

２ 貴校の児童生徒数（H29.5.1現在）を選択してください。

① 100人以下　　② 101～200人　　③ 201～300人　　④ 301～500人

⑤ 500人以上

３ 貴校では、地域との協働活動の取組を進めていますか。

① はい　　　② いいえ

※「いいえ」を選択した場合は、問１６に進んでください。

４ 貴校において、地域との協働活動を担当する職員は、主としてどなたですか。

① 校長　　② 教頭　　③ 教務主任　　④ 校務主任　　⑤ 地域連携担当教員

⑥ 事務職員 　　⑦ その他（具体的に）　　 ⑧ 決まっていない

５ 貴校で地域との協働活動として取り組まれている活動に「○」を付けてください。
（複数回答可）

① 授業補助 ①

② 読み聞かせ・読書活動 ②

③ 部活動指導 ③

④ 校内環境整備（校庭維持管理・図書室整備等） ④

⑤ 登下校時などの子供の安全確保 ⑤

⑥ 学校行事等の運営支援 ⑥

⑦ 無料塾（地域未来塾） ⑦

⑧ 放課後子ども教室 ⑧

⑨ 土曜日の教育活動 ⑨

⑩ 家庭教育支援 ⑩

⑪ その他（具体的に） ⑪

回答欄

「その他」記入欄↓

市町村名

地域と学校が連携・協働した取組に関する調査票

【地域との協働活動】：学校が、地域の人材、ＮＰＯ等と連携・協力して、学
校の授業や行事等の教育活動を始め、校舎や校庭の維持・管理、児童生徒の安
全確保、放課後や土曜日の教育活動、家庭教育支援活動など、学校における教
育を直接・間接を問わず支援することにより、地域を創生する活動をいう。
（従来の学校支援活動も含む。）

【コーディネーター】：効果的に地域と学校との協働活動が行われるよう、学
校のニーズに基づき、地域の人材等（ボランティア）と学校の橋渡し役を担う
人をいう。

「その他」記入欄↓
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６ 貴校では、児童生徒の家庭以外の地域住民に対して、学校の情報をどのように発信
していますか。該当するものに「○」を付けてください。（複数回答可）

① 学校だよりや学年だより等を配布・回覧している ①

② 地域住民も参加できる学校参観日を設けて発信している ②

③ 運動会・学習発表会等行事への招待を通して発信している ③

④ 地区懇談会等地域との交流の場において発信している ④

⑤ ホームページを通して発信している ⑤

⑥ 電子メール等を利用して発信している ⑥

⑦ その他（具体的に） ⑦

⑧ 特に知らせていない ⑧

７ 貴校と地域との協働活動を進める上で、どのような方がコーディネーターの役割を
担っていますか。（複数回答可）

① 現ＰＴＡ関係者　　② 元ＰＴＡ関係者　　③ 現教職員　　④ 元教職員

⑤ 現行政職員　　　　⑥ 元行政職員　　　　⑦ 自治会関係者

⑧ 民生委員・児童委員　 ⑨ その他（具体的に）　⑩ 役割を担う人はいない

８ 貴校が地域との協働活動を進める上で、コーディネーターに期待することはどのよ
うなことですか。該当するものに「○」を付けてください。（複数回答可）

① 地域支援者の発掘 ①

② 地域支援者とのマッチング・活動計画立案・日程調整等 ②

③ 地域支援者向け説明会・研修の企画・実施 ③

④ 地域との協働活動の広報・普及活動 ④

⑤ 地域との協働活動に関わる活動記録等作成 ⑤

⑥ 企業・ＮＰＯ等と連携した授業支援プログラムの情報収集・企画・提案 ⑥

⑦ 地域との協働活動に関する運営委員会等への出席 ⑦

⑧ 地域との協働活動に必要な用品等の調達 ⑧

⑨ 学校・子供や地域のニーズ・状況把握 ⑨

⑩ その他（具体的に） ⑩

⑪ 特にない ⑪

９ 貴校では、コーディネーター及び地域支援者をどのように発掘していますか。
該当するものに「○」を付けてください。（複数回答可）

① ｢人材バンク｣等登録情報の活用 ①

② 市町村のホームページや広報誌での募集 ②

③ 学校のホームページや広報誌での募集 ③

④ 教職員からの紹介 ④

⑤ ＰＴＡからの紹介 ⑤

⑥ 地域団体等からの紹介 ⑥

⑦ コーディネーターの紹介 ⑦

⑧ 公民館職員・社会教育主事からの紹介 ⑧

⑨ 公民館講座のグループに依頼 ⑨

⑩ 社会教育委員等行政委嘱委員経験者から推薦 ⑩

⑪ 企業からの紹介 ⑪

⑫ その他（具体的に） ⑫

⑬ 特に探していない ⑬

「その他」記入欄↓

「その他」記入欄↓

「その他」記入欄↓

コーディ
ネーター

地域支援者

「その他」記入欄↓

39



10 貴校では、地域との協働活動は円滑に進んでいると思いますか。

① そう思う　　② ややそう思う　　③ あまり思わない　　④ 思わない
⑤ どちらともいえない

11 上記「問10」で「①」または「②」を選択した学校に伺います。
その要因として考えられることは何ですか。該当する主なものを選択してくださ
い。（３つまで）

① 管理職がリーダーシップを発揮しているから 1

② 教職員の理解が得られているから 2

③ 学校内の体制が整備されているから 3

④ コーディネーターがリーダーシップを発揮しているから

⑤ ボランティアなど地域の方の協力があるから

⑥ ＰＴＡとの連携が良好だから

⑦ 行政のサポートが適切だから

⑧ 学校・コーディネーター・地域などの間で取組の目的が共有できているから

⑨ 従前から地域との協働活動を行っているから

⑩ その他（具体的に）

12 上記「問10」で「③」または「④」を選択した学校に伺います。
その要因として考えられることは何ですか。該当する主なものを選択してくださ
い。（３つまで）

① 教職員の理解が不足しているから 1

② 地域との協働活動を教職員が行う余裕がないから 2

③ 学校内の体制が十分整備されていないから 3

④ コーディネーターがいないから

⑤ 地域の理解が不足しているから

⑥ 地域の方の協力者が少ないから

⑦ ＰＴＡや既存の支援の仕組みとのすみわけがうまくできていないから

⑧ 行政のサポートが不足しているから

⑨ 学校・コーディネーター・地域などの間で取組の目的が共有できていないから

⑩ その他（具体的に）

13 貴校において、地域の支援を導入した当初のねらい、また、現時点での導入した成
果・効果について、それぞれに該当する主なものを選択してください。
（５つまで）

① 子供たちの規範意識の向上につながる（つながった） 1

② 子供たちのコミュニケーション能力の向上につながる（つながった） 2

③ 子供たちの生活リズムの向上につながる（つながった） 3

④ 子供たちの授業に対する興味関心が高まる（高まった） 4

⑤ 子供たちの学力向上につながる（つながった） 5

⑥ 子供たちの体力向上につながる（つながった）

⑦ 子供たちの地域に対する興味・関心が高まる（高まった）

⑧ 教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐことができる（できた）

⑨ 教員の指導力の向上、内容の充実につながる（つながった）

⑩ 部活動担当教員の負担軽減につながる（つながった）

⑪ 校内環境、教育環境の改善が図られる（図られた）

⑫ 登下校時など子供の安全が確保できる（できた）

⑬ 学校・子供に対する関心が高まり、協力者が増える（増えた）

⑭ コーディネーター・地域支援者自身の生きがいや自己実現につながる（つながった）

⑮ 学校と地域の連携が深まり、交流の機会が増える（増えた）

⑯ 地域のきずなが深まり、地域が活性化する（した）

⑰ その他（具体的に）

「その他」記入欄↓

「その他」記入欄↓

「その他」記入欄↓

現時点
成果等

当初の
ねらい
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14 貴校において、今後の地域との協働活動の目指す目標・意義について、該当する主
なものを選択してください。（４つまで）

① 社会に開かれた教育課程の実現 1

② 地域の教育力を活用した学校教育の充実 2

③ 家庭での学習が困難な子供たちへの学習支援や体験活動の機会の充実 3

④ 子供たちにとって安心・安全な居場所づくり 4

⑤ 世代間のきずなをつなぐ協働の場づくり

⑥ 地域住民が主体的に参画することによる、持続可能な地域づくり

⑦ 地域の教育力の向上、地域の活性化

⑧ 地域のきずなづくり、ネットワークづくり

⑨ 地域社会の課題解決に、地域の一員としての学校の関与

⑩ 地域振興、社会福祉、防災等を担当する首長部局とのパートナーシップの構築

⑪ 様々な悩み等を相談できる家庭教育支援の活動や機能を組み込み、孤立した
　 保護者を支援

⑫ その他（具体的に）

15 貴校において、地域との協働活動を進めるために、今後、どのような取組が必要だ
と考えていますか。特に必要だと考えるものを選択してください。
（必要だと考える順に５つまで）

① 教職員の理解の促進 1

② 学校における受入体制の確立の促進 2

③ 学校における地域との協働活動の方針や位置付けの明確化 3

④ 行政による地域と学校の協働活動に関する計画や方針等の策定 4

⑤ 行政の体制整備の充実 5

⑥ 行政によるコーディネーター等への資質向上・サポートの充実

⑦ 行政によるコーディネーターの位置付け・役割の明確化

⑧ 行政による学校へのサポートの充実

⑨ コーディネーターと学校の連携・意思疎通の促進

⑩ 参考となる事例情報やノウハウ・ツールの収集・提供の充実

⑪ 学校・地域・行政等関係者の地域学校協働活動の趣旨等の共有化の促進

⑫ 公民館等社会教育施設と学校との連携

⑬ ＮＰＯ、自治会等、地域団体との連携・協働体制の構築

⑭ 幼稚園、高等学校、特別支援学校等との連携・協働体制の構築

⑮ その他（具体的に）

⑯ 特に必要と考える取組はない

16 問３で「② いいえ」を選択した学校のみ回答してください。

貴校が、現在、地域との協働活動に取り組んでいない主な理由について、記入して
ください。

「その他」記入欄↓

「その他」記入欄↓
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その他
・活動の内容に応じて関わる職員が異なっている。
・地域支援団体に担当教員を決めて対応している。
・学年主任　・学年担当者　・主幹教諭　・司書教諭　・各行事担当者

その他
・地域行事への参加　・清掃活動　・あいさつ運動　・職場体験　・生徒指導上の見守り
・クラブ活動　・夏季休業中の補習の補助、校外指導　・総合的な学習の時間　・プール開放
・外国籍児童生徒への支援　・保護者の日本語教室　・生徒ボランティアを地域に派遣

地域と学校が連携・協働した取組に関する調査結果

① はい

② いいえ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問３ 地域との協働活動を進めているか

小学校 中学校

① 100人以下

② 101〜200人

③ 201〜300人

④ 301〜500人

⑤ 500人以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

問２ 児童生徒数（平成29年5月1日現在）

小学校 中学校

① 校長
② 教頭

③ 教務主任
④ 校務主任

⑤ 地域連携担当教員
⑥ 事務職員

⑦ その他
⑧ 決まっていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問４ 主として担当する職員は

小学校 中学校

① 授業補助

② 読み聞かせ・読書活動

③ 部活動指導

④ 校内環境整備

⑤ 登下校時などの子供の安全確保

⑥ 学校行事等の運営支援

⑦ 無料塾（地域未来塾）

⑧ 放課後子ども教室

⑨ 土曜日の教育活動

⑩ 家庭教育支援

⑪ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問５ 協働活動として取り組んでいる活動は

小学校 中学校
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その他
・学校運営協議会　・地域回覧板　・ＰＴＡだよりの配付、回覧　・公民館等に学校だよりを掲示　
・地域住民参加の行事で　・ブログで発信　・独居老人宅訪問

その他
・学校サポーター　・学校運営協議会委員　・学校評議員　・教育委員　・大学関係者
・児童館、公民館　・おやじの会　・ＮＰＯ　・同窓会　・卒業生

その他
・教育活動の支援　・先進的な協働活動の紹介　・時間の確保　・経費の確保
・地域の中から主体的に出てくること

① 学校だよりや学年だより等

② 地域住民も参加できる学校参観日

③ 運動会・学習発表会等行事への招待

④ 地区懇談会等地域との交流の場

⑤ ホームページを通して

⑥ 電子メール等を利用して

⑦ その他

⑧ 特に知らせていない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問６ 地域住民への学校情報の発信方法は

小学校 中学校

① 現ＰＴＡ関係者

② 元ＰＴＡ関係者
③ 現教職員

④ 元教職員
⑤ 現行政職員

⑥ 元行政職員
⑦ 自治会関係者

⑧ 民生委員・児童委員
⑨ その他

⑩ 役割を担う人はいない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

問７ コーディネーターの役割を担っている方は

小学校 中学校

① 地域支援者の発掘
② 地域支援者とのマッチング等
③ 地域支援者向け説明会・研修

④ 地域との協働活動の広報・普及活動
⑤ 地域との協働活動の活動記録等作成

⑥ 企業等と連携した授業支援プログラム
⑦ 運営委員会等への出席

⑧ 必要な用品等の調達
⑨ 学校・子供や地域のニーズ・状況把握

⑩ その他
⑪ 特にない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問８ コーディネーターに期待することは

小学校 中学校
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その他
・学校から直接依頼　・行政又は行政からの推薦　・大学からの紹介　・同窓会からの紹介
・前任者から引継ぎ　・町内会で組織されている　・今までの実績から　・元教員
・ＰＴＡ総会で募集

① ｢人材バンク｣等登録情報の活用

② 市町村のＨＰや広報誌での募集

③ 学校のＨＰや広報誌での募集

④ 教職員からの紹介

ＰＴＡからの紹介

⑥ 地域団体等からの紹介

⑦ コーディネーターの紹介

⑧ 公民館職員・社教主事からの紹介

⑨ 公民館講座のグループに依頼

⑩ 行政委嘱委員経験者から推薦

⑪ 企業からの紹介

⑫ その他

⑬ 特に探していない

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

問９-1 コーディネーターの発掘方法は

小学校 中学校

① ｢人材バンク｣等登録情報の活用

② 市町村のＨＰや広報誌での募集

③ 学校のＨＰや広報誌での募集

④ 教職員からの紹介

ＰＴＡからの紹介

⑥ 地域団体等からの紹介

⑦ コーディネーターの紹介

⑧ 公民館職員・社教主事からの紹介

⑨ 公民館講座のグループに依頼

⑩ 行政委嘱委員経験者から推薦

⑪ 企業からの紹介

⑫ その他

⑬ 特に探していない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

問９-2 地域支援者の発掘方法は

小学校 中学校
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その他
・コミュニティスクールとしての仕組みができているため、各団体の方の理解を得やすい
・家庭教育推進委員会との連携

その他
・以前から校区コミュニティや自主防災があり、それぞれの行事に参加するだけで協働といえるかどうかわからない。
・適当な人材がいない
・学校が地域から離れており、地理的悪条件のため

① そう思う

② ややそう思う

③ あまり思わない

④ 思わない

⑤ どちらともいえない

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

問１０ 地域との協働活動は円滑に進んでいると思うか

小学校 中学校

① 管理職のリーダーシップ

② 教職員の理解

③ 学校内の体制整備

④ コーディネーターのリーダーシップ

⑤ 地域の方の協力

ＰＴＡとの連携が良好

⑦ 行政のサポートが適切

⑧ 三者で取組の目的を共有

⑨ 従前から行っている

⑩ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問１１ 問10で①又は②を選択した理由 （３つまで）

小学校 中学校

① 教職員の理解不足

② 教職員が行う余裕がない

③ 学校内の体制整備が不十分

④ コーディネーターがいない

⑤ 地域の理解不足

⑥ 地域の方の協力者が少ない

⑦ 既存の支援の仕組みとのすみわけ

⑧ 行政のサポート不足

⑨ 三者で取組の目的が共有できていない

⑩ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

問１２ 問10で③又は④を選択した理由 （３つまで）

小学校 中学校
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その他
・教職員の負担軽減　・地域の教育力の活用
・地域の中の学校として、温かな目で子どもを見守る多くの協力者と手を携えて、特色ある学校づくりを推進する。

その他
・教職員の負担軽減　・読書に対する興味関心が高まった
・まだ始めたばかりで、目に見える成果はない。

① 子供たちの規範意識の向上

② 子供たちのコミュニケーション能力の向上

③ 子供たちの生活リズムの向上

④ 子供たちの授業に対する興味関心

⑤ 子供たちの学力向上

⑥ 子供たちの体力向上

⑦ 子供たちの地域に対する興味・関心

⑧ 教員が授業や生徒指導などにより力を注ぐ

⑨ 教員の指導力の向上、内容の充実

⑩ 部活動担当教員の負担軽減

⑪ 校内環境、教育環境の改善

⑫ 登下校時など子供の安全が確保

⑬ 学校・子供への関心が高まり、協力者が増える

⑭ コーディネーター等の生きがいや自己実現

⑮ 学校と地域の連携、交流の機会増

⑯ 地域のきずなが深まり、地域が活性化

⑰ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問１３-１ 地域の支援を導入した当初のねらいは （５つまで）

小学校 中学校

① 子供たちの規範意識の向上

② 子供たちのコミュニケーション能力の向上

③ 子供たちの生活リズムの向上

④ 子供たちの授業に対する興味関心

⑤ 子供たちの学力向上

⑥ 子供たちの体力向上

⑦ 子供たちの地域に対する興味・関心

⑧ 教員が授業や生徒指導などにより力を注げた

⑨ 教員の指導力の向上、内容の充実

⑩ 部活動担当教員の負担軽減

⑪ 校内環境、教育環境の改善

⑫ 登下校時など子供の安全が確保

⑬ 学校・子供への関心が高まり、協力者が増えた

⑭ コーディネーター等の生きがいや自己実現

⑮ 学校と地域の連携、交流の機会増

⑯ 地域のきずなが深まり、地域が活性化

⑰ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

問１３-２ 地域の支援を導入した現時点での成果・効果は （５つまで）

小学校 中学校
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① 社会に開かれた教育課程の実現

② 地域の教育力を活用した学校教育の充実

③ 家庭学習が困難な子供への学習支援・体験活動等

④ 子供たちにとって安心・安全な居場所づくり

⑤ 世代間のきずなをつなぐ協働の場づくり

⑥ 地域住民が主体的に参画した、持続可能な地域づくり

⑦ 地域の教育力の向上、地域の活性化

⑧ 地域のきずなづくり、ネットワークづくり

⑨ 地域社会の課題解決への学校の関与

⑩ 首長部局とのパートナーシップの構築

⑪ 家庭教育支援の活動、孤立した保護者の支援

⑫ その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

問１４ 今後の地域との協働活動の目指す目標・意義について （４つまで）

小学校 中学校

① 教職員の理解の促進

② 学校における受入体制の確立

③ 学校における方針や位置付けの明確化

④ 行政による計画や方針等の策定

⑤ 行政の体制整備の充実

⑥ 行政によるコーディネーター等へのサポート等

⑦ 行政によるコーディネーター役割の明確化

⑧ 行政による学校へのサポートの充実

⑨ コーディネーターと学校の連携・意思疎通

⑩ 参考となる事例やノウハウの収集・提供

⑪ 学校・地域・行政等関係者の趣旨等の共有化

⑫ 公民館等社会教育施設と学校との連携

⑬ 地域団体との連携・協働体制の構築

⑭ 幼稚園、高校、特支学校等との連携・協働体制

⑮ その他

⑯ 特に必要と考える取組はない

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

問１５ 地域との協働活動を進めるために、今後必要だと考える取組は
（必要だと考える順に５つまで）

第1位 第2位 第3位 第4位 第5位
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その他

・コーディネーターを地域（教職員以外）で担うこと

・教室以外の活動場所がない。活動場所や施設の充実が必要

・地域との協働活動の必要性は、理解できる。しかし、このまま進めていくと、学校がコーディネーターを行うことになる。

　しかし、今のままの学校体制では、それを行う余力がない。

・地域学校協働本部の設置、地域コーディネーター、統括コーディネーターの配置などに対する行政のリーダーシップ

・地域住民の生活における余裕と参加できる地域住民が多いこと

　道徳の教科化、英語科の導入など、新指導要領実施にむけての準備があり、教員の多忙化が進んでいる。

　正直なところ、地域との協働活動を今まで以上に進める余裕はない

・校区自治会との連携が中心であるため，必要以上に広げても自治会自体が１年交代なので，引継にも温度差があり、

　現状維持または，要請のある時に支障がない範囲で取り組んでいきたい。

「問３」で「いいえ」と回答した学校の記述から

・現在のところ、あまり必要性を感じていないから。

・必要に応じて地域と連携・協力している。取り立てて協働活動を進める必要性を感じない

・地域の関係組織との話し合いの場が、まだ準備できていない。今後の課題としたい。

・協働活動を行うための体制が整備されていない。

・教職員に地域との協働活動を行う余裕がない。

・部活動担当教員の負担が課題であるが、地域との協働活動を整えていく見通しが立たない。

・ＰＴＡ活動によって，おおむね学校支援が満たされている。また地域も高齢化が進み，地域からの申し出がないと

　学校主導では動きにくい実情もある。

・本校では、ＰＴＡや校区の自治会を中心とした活動体系において、十分に子供たちの成長を育むことができていると

　感じている。その中で、地域との協働活動が、今後子供たちの成長を見据え、大切であると感じるならば、連携・協力し、

　取り組んでいきたい。　

・地域行事等へのボランティア活動を推進しており、地域の一員として、地域を担う人材となる生徒の育成を目指して、

　地域との協働活動を行っているため。

① はい

② いいえ

0% 20% 40% 60% 80% 100%

問３ 地域との協働活動を進めているか

小学校 中学校
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愛知県生涯学習審議会社会教育分科会委員名簿 

                     （五十音順・敬称略 平成３０年３月現在） 

氏  名 所 属 ・ 職 名 等 備 考 

足立  誠 愛知県私学協会常任理事  

大島  純子 愛知県小中学校長会（一宮市立末広小学校長）  

大村  惠 愛知教育大学副学長 分科会長

岡本 明子 公募委員  

尾崎  智 愛知県都市教育長協議会（西尾市教育委員会教育長）  

恩田やす恵 愛知県公立高等学校長会（県立国府高等学校長）  

志村 貴子 子育てネットワーカー  

村上千代子 愛知県地域婦人団体連絡協議会会長  

山内 晴雄 愛知県社会教育委員連絡協議会顧問  

吉田とき枝 愛知県家庭教育企画委員会委員（名古屋市立第一幼稚園長）

【審議の経過】 

 ① 平成２８年１０月１２日（水） 愛知県議会議事堂ラウンジ 

・会長及び会長職務代理者の選出 

・地域と学校の協働の推進について 

調査の計画及び市町村教育委員会へのアンケートの結果と概要について 

 ② 平成２９年 ２月１４日（火） 愛知県議会議事堂会議室５ 

・地域と学校の協働の推進について 

地域コーディネーターへのアンケートの結果と概要について 

 ③ 平成２９年１０月３０日（月） 愛知県議会議事堂ラウンジ 

・会長の選出 

・地域と学校の協働の推進について 

小中学校へのアンケートの結果と概要について 

 ④ 平成３０年 ３月１３日（火） 愛知県議会議事堂ラウンジ 

・まとめの最終討議 

 ⑤ 平成３０年 ３月 

・まとめの愛知県教育委員会ホームページへの掲載（公表） 
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